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利用上の留意点 

 

 

１．  このインデックスは、産業・経済関連の雑誌の主要記事を独自の分類により

収録しています。 

 採録雑誌は、おおよそ 2005 年 1 月に発刊されています。  

２．  分類体系は、大・中・小の分類に区分され、大分類と中分類が目次に掲載 

してあります。小分類については、本文の中で適宜表示してあります。  

３．  各記事の分類は、「一記事一分類」を原則としています。  

４．  世界の地域別動向について、日本を含む世界全般にわたる記事は小分類 

「○○一般」に入れ、特定の国またはグループに関するものは同「海外事情」

に入れています。  
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅰ 産 業 篇        

        

 １. 産業一般        

        

 (1) 産業一般        

        
１０月の鉱工業生産動向（確報）＜経済産業省＞     経済産業調査  経済産業公報  2004.12.22  (1～4) 
 －生産、前月比１．３％低下－     会        (15667)     
        
格付けアナリストから見た２００５年主要業界の展    江守 剛文   ＪＣＲ格付け (167)  2005.1    (2～22) 
 望＜座談会＞         ほか        
        
２１世紀の第４次産業     北澤 宏一  化学経済   52(1)  2005.1   (19～23) 
        
主要業種にみる２００５年の産業景気（前編）     岩丸 陽一  調査月報（国民生活  2005.1   (20～23) 
      金融公庫）  (525)     
        
１０月の第３次産業活動指数＜経済産業省＞       経済産業調査  経済産業公報  2005.1.7   (1～3) 
 －前月比０．１％の低下－     会        (15673)     
        
１１月の鉱工業生産動向（確報）＜経済産業省＞     経済産業調査  経済産業公報  2005.1.25   (1～4) 
 －生産、前月比１．７％上昇－     会        (15684)     
        
        

 (2) 産業政策        

        
競争の公平性と公共の福祉     鈴村 興太郎  公正取引   (650)  2004.12   (34～38) 
        
＜特集＞ ２００５年公取行政の課題 －経済取引    公正取引委員  公正取引   (651)  2005.1    (4～25) 
 局の今年の課題／公正な取引の推進に向けて／審    会経済取引局        
 査局の今年の課題他         ほか        
        
独占禁止法上の差止請求と和解     金子 晃  公正取引   (651)  2005.1   (26～27) 
        
最近の下請法の運用状況     公正取引委員  公正取引   (651)  2005.1   (34～38) 
      会取引部下請        
      取引調査室        
        
最近の景品表示法の運用状況     公正取引委員  公正取引   (651)  2005.1   (39～43) 
      会取引部景品        
      表示監視室        
        
官公庁の発注におけるロックインと独占禁止法     白石 忠志  ファイナンス  2005.1   (70～75) 
            40(10)     
        
経済規制の国際的調和（２０）     中川 淳司  貿易と関税  53(1)  2005.1   (36～45) 
 －金融規制の国際的調和－           
        
新産業創造戦略の概要＜経済産業省＞     経済産業調査  経済産業公報  2005.1.5  (19～22) 
      会        (15671)     
        
        

 (3) 産業資源        

        
＜特集＞ 自動車のリサイクル －自動車リサイク    経済産業省自  自動車工業 38(12)  2004.12   (2～23) 
 ル法の本格施行に向けて／自動車リサイクルのス    動車課 ほか        
 タート！、他－           
        
しょうゆ容器リサイクルの変遷     小永井 哲哉  プラスチックスエー  2005.1  (110～111) 
      ジ      51(1)     
        
エンジェル税制におけるハンズオン型投資事業有限    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.14   (4～5) 
 責任組合認定制度に基づく認定について＜経済産    会        (15677)     
 業省＞           
        
        

 (4) 産業公害        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
２００５年環境技術のすべて －エネルギーと環境    杉本 高弘   ＪＥＴＩ  52(13)  2004.12.15 臨増  
 ／水処理技術／ダイオキシン処理技術／活性炭／        ほか           (1～239) 
 生分解性樹脂、他－           
        
＜特集＞ 事業協同組合という連携のあり方 －こ    大野 正信   ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1    (1～31) 
 れからのパートナーシップとは／事業協同組合を        ほか        
 取り巻く問題、他－           
        
「岐阜にござったゴミの山」をどうするのか－－処    井部 正之  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (32～38) 
 分場ネット全国交流集会の議論から           
        
プラスチックからアンモニア－－昭和電工のケミカ    津川 敬  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (39～43) 
 ルリサイクル           
        
産廃テクノロジーのデータ・ファイル（３４）      杉島 和三郎  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (44～48) 
 －最近の焼却技術の変革を見る（８）－           
        
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部    環境省  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (66～76) 
 を改正する政令案」及び「廃棄物の処理及び清掃          
 に関する法律施行規           
        
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則及び    環境省  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (77～81) 
 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処          
 分場に係る技術上の           
        
スラッジレスシテムの技術     牧 教雄  ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1  (157～158) 
        
環境編（２７） －ラブ・レボリューション２１     加藤 久人  アイソムズ  (112)  2005.1   (46～47) 
 －－「よく生きる」という責任を果たすために－          
        
協働＆広域 エコ・ガバナンスの時代へ（２１）     杉本 裕明  ガバナンス  (45)  2005.1  (107～109) 
 －ハード整備に加え、防災意識の向上を－－都市          
 の内水氾濫対策－           
        
「環境の世紀」と地球持続の技術＜対談＞     小宮山 宏   環境管理   41(1)  2005.1    (2～13) 
          ほか        
        
＜特集＞ 循環型社会に向けて －日本製紙の取組    大即 信行   環境管理   41(1)  2005.1   (22～72) 
 み／昭和電工の取組み／同和鉱業の取組み／中部        ほか        
 電力の取組み、他－           
        
新たなるエコ・コンビナートの形成に向けて－－製    米澤 公敏  環境管理   41(1)  2005.1   (73～82) 
 鉄所を核とした産業間連携への取り組み           
        
環境法の新潮流（１２）     森本 陽美  環境管理   41(1)  2005.1   (83～88) 
 －（行政）刑法の未然防止機能－           
        
「環境マネジメントシステム」という考え方（９）    経済産業省産  環境管理   41(1)  2005.1   (89～100) 
 －ＩＳＯでの議論－     業技術環境局        
        
第１０回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ１０    山口 建一郎  環境管理   41(1)  2005.1  (107～110) 
 ）の成果と意義           
        
＜特集＞ 地球温暖化問題の最新事情と対策の行方    森嶌 昭夫   資源環境対策 41(1)  2005.1   (67～112) 
 －－発効する京都議定書と日本の対応          ほか        
        
＜特集＞ 環境とエネルギーに関する国政の動向     衆議院調査局  資源環境対策 41(1)  2005.1  (113～131) 
 －衆議院環境委員会における法案の審議状況、他    環境調査室         
 －         ほか        
        
地球環境モニタリングをめぐる国内外の動向 －地    松村 隆  資源環境対策 41(1)  2005.1  (136～142) 
 球観測サミットの開催とそのフォローアップ－           
        
環境を浄化する炭－－その機能性と未来を探る（５    及川 紀久雄  資源環境対策 41(1)  2005.1  (149～152) 
 ） －炭による環境ホルモンと農薬の除去－         ほか        
        
環境情報の伝え方、使い方（１９） －環境報告書    角田 季美枝  資源環境対策 41(1)  2005.1  (153～158) 
 －－ＮＧＯはこう読む（２）岸川浩一郎・日本環          
 境管理監査人協会事           
        
経済と環境を両立させる“ＰＬＡＮ Ｂ”への道     レスター・ブ  省エネルギー 57(1)  2005.1   (42～45) 
      ラウン        
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
し尿処理施設の更新需要 老朽化施設増加に新施設    編集部  都市と廃棄物 35(1)  2005.1   (21～45) 
 整備が追いつかず           
        
ＩＴで乗り越える有害物質規制     吉田 勝  日経ものづくり  2005.1  (105～110) 
 －グリーン調達に先手を打つ－            (604)     
        
純粋な二酸化炭素の回収が可能になる溶融塩レドッ    島野 哲ほか  日本エネルギー学会  2005.1   (39～45) 
 クス燃焼システム     誌      84(1)     
        
イベント会場でのリターナブルカップ利用による環    中澤 克仁   日本エネルギー学会  2005.1   (53～61) 
 境負荷の低減効果         ほか  誌      84(1)     
        
新規自動車排出ガス測定方法      三角 明裕  ペトロテック 28(1)  2005.1   (22～26) 
 －リモートセンシング－           
        
循環型社会構築に向けたごみ処理問題の行方     環境委員会調  立法と調査  (245)  2005.1.1  (60～65) 
      査室        
        
環境と経済の調和をめざす京都議定書     天野 喜弘  石油政策   44(1)  2005.1.10  (16～22) 
 －排出権取引という「魔法の杖」－           
        
富栄養化した海を利益を上げながら活性化してゆく    山口 仁士  技術と経済  (456)  2005.2   (50～60) 
 方法           
        
＜特集＞ 実効性ある温暖化対策とは何か －企業    経済産業省環  地球環境   36(3)  2005.2   (31～51) 
 が自らの問題として主体的に取り組むことが必要    境政策課環境        
 、他－     経済室 ほか        
        
日独企業の環境コミュニケーション戦略（９）     Ｋ．Ｈ．フォ  地球環境   36(3)  2005.2   (52～55) 
 －被害者側の視点に立った情報提供を－     イヤヘアト         
          ほか        
        
環境ベンチャー成功のカギ（３４） －トーエー：    編集部  地球環境   36(3)  2005.2   (84～85) 
 砂場の砂のリサイクルや屋上緑化で新機軸－           
        
＜特集＞ 世界へ羽ばたく光触媒技術 －国際標準    経済産業省産  地球環境   36(3)  2005.2   (87～98) 
 化で海外市場創出へ／材料開発の進展で広がる用    業基盤標準化        
 途範囲、他－     推進室 ほか        
        
＜特集＞ 下水処理分野で躍進する膜ろ過技術 －    村上 孝雄   地球環境   36(3)  2005.2  (105～112) 
 膜分離活性汚泥法が下水処理で本格導入へ、他－        ほか        
        
＜特集＞ 地球温暖化、生態系、石油資源… 環境    藤田 香ほか  日経エコロジー  2005.2   (22～39) 
 問題の科学を斬る －地球温暖化／生物多様化／           (68)     
 森林保全、他－           
        
リスクコミュニケーション：問われるのは企業の姿    田中 太郎  日経エコロジー  2005.2   (42～44) 
 勢 地域との対話の重要性高まる            (68)     
        
新環境学：開発援助の環境社会配慮 －事前の情報    まさの あつ  日経エコロジー  2005.2   (70～71) 
 公開を推進 ＮＧＯの監視能力高まる－     こ            (68)     
        
埋め立てゴミの掘り起こし処理は処分場問題の打開    井部 正之  日経エコロジー  2005.2   (96～99) 
 策か（２） －トラブルが頻発する高砂市 安易           (68)     
 な計画が失敗を招く           
        
＜特集＞ 京都議定書の傾向と対策 企業主導で始    馬場 未希   日経エコロジー  2005.2  (117～125) 
 まる「排出権取引」 －議定書発効が排出権取引        ほか         (68)     
 を加速、他－           
        
＜特集＞ 温暖化から地球を救えるか －地球温暖    住 明正ほか  世界週報   84(4)  2005.2.1   (6～21) 
 化問題の現状と問題点／現実外交の産物である京          
 都議定書、他－           
        
        

 (5) 海外事情        

        
続・世界的環境問題（４９） －北朝鮮－     川名 英之  ＩＮＤＵＳＴ 20(1)  2005.1   (50～53) 
        
持続可能なアジア循環型経済社会圏の実現に向けて    経済産業省リ  環境管理   41(1)  2005.1   (14～21) 
 －－産業審国際資源循環ＷＧ報告書について     サイクル推進        
      課        
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
シンガポール及びベトナムにおける新たな競争法の    公正取引委員  公正取引   (651)  2005.1   (44～49) 
 制定について     会官房国際課        
        
北朝鮮の環境問題     川名 英之  資源環境対策 41(1)  2005.1  (132～135) 
        
地球温暖化対策の国際制度（３）     浜中 裕徳  資源環境対策 41(1)  2005.1  (143～148) 
 －京都議定書交渉（後半）－           
        
ドイツ環境レポート：広場と街づくり     松田 雅央  日経研月報  (319)  2005.1   (46～56) 
 －人を惹きつける力－           
        
中南米：京都議定書発効で注目集まるＣＤＭ（クリ    竹下 幸治郎  ジェトロセンサー  2005.2   (48～49) 
 ーン開発メカニズム）           55(651)     
        
ワールドウオッチ：希少生物の美しき聖域 朝鮮半    ウィリアム・  日経エコロジー  2005.2  (104～105) 
 島非武装地帯を保全せよ     Ｂ・ショア         (68)     
        
ワールドトレンドｆｒｏｍＥＵ：化学物質に２００    チャールズ・  日経エコロジー  2005.2  (130～131) 
 ６年問題、ＲＥＡＣＨ規則で包括的に規制     アリソンほか         (68)     
        
ワールドトレンドｆｒｏｍＵＫ：ロシアは排出権市    アンナ・コー  日経エコロジー  2005.2  (132～133) 
 場で責任ある参加者になれるか？     ポー  ほか         (68)     
        
Ｄｅｆｅｎｄｉｎｇ Ｒｕｓｓｉａ’ｓ ｒｅｃｏｒｄ   Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，  ＴＨＥ   2005.1   (20～27) 
   Ｋａｒｉｎａ ほか  ＢＡＮＫＥＲ     
           155(947)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 技術開発        

        

 (1) 技術開発一般        

        
産学連携への取り組み：日米欧比較     原山 優子  技術と経済  (455)  2005.1   (70～78) 
        
＜特集＞ 我が国の知的財産権制度の展望と課題     石田 正泰   経済産業ジャーナル  2005.1    (8～27) 
 －我が国の知的財産戦略における残された課題、        ほか         38(1)     
 他－           
        
特許化された技術の源泉     玉田 俊平太  経済産業ジャーナル  2005.1   (66～71) 
             38(1)     
        
わが国の科学研究が正当に評価されるために     野依 良治  情報管理  47(10)  2005.1  (664～671) 
        
産学連携の新たな時代に向かって     玉井 克哉  日経研月報  (319)  2005.1   (12～17) 
        
活発化する独立行政法人の知的財産戦略 －産総研    江口 正人  日経ナノビジネス  2005.1.17  (32～33) 
 、研究者に特許取得のインセンティブ ＪＳＴ、            (5)     
 大学などの特許化支           
        
        

 (2) 科学技術政策        

        

 (3) 技術開発動向        

        
＜特集＞ 炭素繊維の技術開発 －「パイロフィル    池崎 公裕   ＪＥＴＩ  52(14)  2004.12  (99～119) 
 」の技術と特徴／一般産業用途に需要拡大する「        ほか        
 トレカ」、他－           
        
２００４年の重要成果 －生体に学ぶ治療・予防な    編集部  日経ナノビジネス  2004.12.27 (17～20) 
 どに高い評価 光技術、省エネにも注目集まる－            (4)     
        
生体適合材料の技術開発     山本 宣之   ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1  (147～149) 
          ほか        
        
超屈曲フィルム光導波路の開発     藤崎 民雄   ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1  (154～156) 
          ほか        
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＜特集＞ 飛躍する先端技術開発の展望 －共生工    室岡 義勝   化学工業   56(1)  2005.1    (1～66) 
 学の創生／生命化学と次世代化学産業、他－         ほか        
        
＜特集＞ メンテナンス技術における暗黙知（匠の    金子 良一   技術と経済  (455)  2005.1    (4～39) 
 技）の伝承 －車両メンテナンス技術の伝承、他        ほか        
 －           
        
要素技術アウタルキーと日本企業の特許戦略     長谷川 光一  技術と経済  (455)  2005.1   (60～66) 
        
＜特集＞ 金属ガラス－－新材料としての最近の展    井上 明久   金属     75(1)  2005.1    (6～53) 
 開（上） －金属ガラスの発展の経緯／金属ガラ        ほか        
 スの構造、他－           
        
＜ビオノーレ＞フィルムの成形技術と応用展開     市川 靖  プラスチックスエー  2005.1  (112～115) 
      ジ      51(1)     
        
２００５年、注目のナノビジネス －企業は東レが    村川 勝彦   日経ナノビジネス  2005.1.17  (14～17) 
 トップ、材料関連技術に高い評価 分野別では素        ほか          (5)     
 材・化学、環境・エ           
        
２１世紀を支える中核素材としてのカーボンナノフ    持田 勲ほか  化学工業   56(2)  2005.2   (50～62) 
 ァイバーの現状と展望           
        
ナノカーボンとエネルギーデバイスの将来     遠藤 守信   化学工業   56(2)  2005.2   (63～71) 
          ほか        
        
メンテナンス技術と暗黙知の伝承＜パネルディスカ    金子 良一   技術と経済  (456)  2005.2    (1～17) 
 ッション＞         ほか        
        
バイオニクスへの挑戦 －バイオ機器開発最前線－    軽部 征夫  技術と経済  (456)  2005.2   (38～49) 
        
        

 (4) 海外事情        

        
国際交流（１７） －日本の新技術で長寿命・高性    小沢 昭弥   化学工業   56(1)  2005.1   (80～83) 
 能の鉛電池を中国の工場で生産を開始－                
        
世界の注目企業（４） －バイオコン（インド）：    伊藤 博敏  ジェトロセンサー  2005.1   (56～57) 
 酵素製造から総合バイオ医薬企業へ－           55(650)     
        
第二次ブッシュ政権はパルミザーノ・レポートをど    鈴木 潤  技術と経済  (456)  2005.2   (68～73) 
 のように受け止めるのか？           
        
        
        
        
        
        

 ３. エネルギー        

        

 (1) エネルギー一般        

        
エネルギー学の切り口から何が見える？／２０３０    坂西 欣也   日本エネルギー学会  2004.12 (1003～1012) 
 年を見据えたこれからのエネルギー・ビジョン         ほか  誌     83(12)     
        
寒冷地の集合住宅におけるエネルギー需要の実測に    前田 哲彦   日本エネルギー学会  2004.12 (1030～1038) 
 基づく分散システム         ほか  誌     83(12)     
        
＜特集＞ ２００５年エネルギー・化学工業を展望    資源エネルギ  ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1   (57～73) 
 する－－エネルギー －国際石油情勢／国内石油    ー庁国際課         
 産業／ＬＰＧ、他－         ほか        
        
エネルギー時評：値下げ競争はどこまで続くのか？    田中 登  エネルギー  38(1)  2005.1   (33～36) 
 －電力、都市ガス、新規参入組も“次”をにらむ          
 －           
        
＜特集＞ 先端技術の発信基地「愛・地球博」 －    光川 寛ほか  エネルギー  38(1)  2005.1   (47～89) 
 「マイクログリッド都市」が出現／全体システム          
 計画／燃料電池、他           
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＜特集＞ 大陸棚延伸画定 －最大６５万平方キロ    田村 八洲夫  エネルギーレビュー  2005.1    (6～29) 
 メートルの延伸／地殻が複雑な日本沿海／科学的        ほか         25(1)     
 知見で外縁画定、他           
        
＜特集＞ 未来型省エネ技術“ヒートポンプ”の可    中曽 康壽   省エネルギー 57(1)  2005.1   (18～41) 
 能性 －大気熱を活用したこれからの省エネ技術        ほか        
 「ヒートポンプ」他           
        
サステナブル・ライフスタイル（４）      松村 眞  省エネルギー 57(1)  2005.1   (50～53) 
 －年賀状とクッキングヒーター－           
        
ビルの省エネ対策とその効果計算例（１１）      河本 康太郎  省エネルギー 57(1)  2005.1   (54～62) 
 －業務用ビルにおける照明設備の省エネ対策－           
        
        

 (2) 電  力        

        
廃熱利用による燃料ゼロ発電     白石 清ほか  ペトロテック 28(1)  2005.1   (27～31) 
        
        

 (3) ガ  ス        

        
コールドベッドメタン（ＣＢＭ）（８）     島田 荘平   日本エネルギー学会  2004.12 (1053～1059) 
 －ＣＢＭと環境－         ほか  誌     83(12)     
        
ガス資源埋蔵の期待高まる東北の太平洋沖合 －北    石田 聖  石油・天然ガスレビ  2005.1   (41～56) 
 海道・東北地方のガス・エネルギーサイクルを考    ュー     39(1)     
 える－           
        
＜特集＞ ガス関連技術の最新動向－－ガス開発ビ    大森 英史   日本エネルギー学会  2005.1    (2～34) 
 ジネスチャンスの拡大 －ＬＮＧ液化プラントの        ほか  誌      84(1)     
 最新技術、他－           
        
        

 (4) 石  炭        

        

 (5) 石  油        

        
ガソリンの流通実態に関する調査の概要について     公正取引委員  公正取引   (650)  2004.12   (47～51) 
      会取引部取引        
      調査室        
        
石油供給増加のため投資は需要増に追いつけるのか    Ｒｏｂｅｒｔ  石油・天然ガスレビ  2005.1    (1～9) 
 ？     Ｍａｂｒｏ   ュー     39(1)     
          ほか        
        
国際競争力の強化につながるＨＳＥ（労働安全衛生    水津 雅裕  石油・天然ガスレビ  2005.1   (57～60) 
 及び環境）審査の導入 －ＪＯＧＭＥＣ出資・債    ュー     39(1)     
 務保証－           
        
急落する１２月上旬の原油市場と見方の分かれる２    野神 隆之  石油・天然ガスレビ  2005.1   (71～74) 
 ００５年石油市場見通し     ュー     39(1)     
        
日本の動き世界の流れ －原油相場、０５年も高止    加藤 岳文  世界週報   86(1)  2005.1.11 合併  
 まりの様相－－ＯＰＥＣの動向に戦々恐々－              (36～39) 
        
        

 (6) 原 子 力        

        
＜特集＞ エネルギー安全保障を考える －高速増    天野 牧男   エネルギー  38(1)  2005.1   (15～27) 
 殖炉をわが国の基幹技術にする意味、他－         ほか        
        
再処理政策堅持が再確認されたが…中間貯蔵使用済    河田 東海夫  エネルギー  38(1)  2005.1   (37～41) 
 燃料はいつ再処理するのか？ －プルサーマル使          
 用済燃料はどうする           
        
原子力復興への羅針盤：北斎がモネに影響を与えた    水町 渉  エネルギー  38(1)  2005.1   (43～46) 
 ように原子力界も良好事例の共有化を！           
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元気を出そう！原子力産業、輸出に活路を      伊藤 睦  エネルギー  38(1)  2005.1   (92～93) 
 －原子力長計を踏まえ産業界も実行計画を－           
        
＜特集＞ ＣＯ 削減待ったなし 活発化する新型    窪田 秀雄   エネルギー  38(1)  2005.1   (94～117) 
 炉開発 －新設計画の具体化で新型炉時代へ、他        ほか        
 －           
        
総合科学技術としての“原子力ルネサンス”の始ま    中 英昌  原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1    (3～5) 
 り－－文部科学省研究振興局長 清水潔氏インタ          
 ビュー           
        
＜特集＞ 大学における“原子力教育ルネサンス”    工藤 和彦   原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1    (9～35) 
 －－新原子力学全国マップ・展望 －原子力教育        ほか        
 の変遷と展望、他－           
        
座標軸－－使用済燃料の全量再処理で決着／これま    編集部  原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (38～39) 
 での原子力報道を検証           
        
実用化進む原子力技術の応用（４）     唐沢 博一  原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (44～47) 
 －３Ｄ超音波検査装置“Ｍａｔｒｉｘｅｙｅ”－          
        
ルポ つながるか、核燃料サイクルの環（１８）     寺光 忠男   原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (64～67) 
 －ＥＵと綱引き続くＩＴＥＲ（国際熱核融合実験        ほか        
 炉）誘致－           
        
“放射線利用”で広がる世界（８） －ＷＩＮ（２    エイヤ・カリ  原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (78～79) 
 ）：輝く女性・放射線セミナー－－ＷＩＮフィン    タ・プスカ        
 ランド－           
        
        

 (7) 新エネルギー        

        
“水素”社会がやってくる？     編集部  電気とガス 54(12)  2004.12    (2～6) 
        
＜特集＞ 熱利用技術の新展開－－太陽エネルギー    斉藤 泰和   日本エネルギー学会  2004.12 (960～1002) 
 利用とクリーン燃料製造 －低品位熱で有機化合        ほか  誌     83(12)     
 物から水素をとる他           
        
地域特性を考慮したバイオマス利用システムの構築    久保 一雄   日本エネルギー学会  2004.12 (1013～1020) 
          ほか  誌     83(12)     
        
＜特集＞ 水素社会実現に向けた取り組み      太田 時男   電気協会報  (962)  2005.1   (16～29) 
 －水素文明の鍵となる技術へのアプローチ、他－        ほか        
        
木質バイオマスの迅速熱分解における収率、チャー    長谷川 功   日本エネルギー学会  2005.1   (46～52) 
 組成の予測         ほか  誌      84(1)     
        
革新的技術で住宅用太陽熱発電の実用化へ －東北    蒲谷 昌生  ソーラーシステム  2005.1.14  (18～21) 
 大学・齋藤武雄教授等が開発した小型・高効率“           (99)     
 ＳＨＩＮＬＡタービ           
        
太陽エネルギー学会・風力エネルギー協会合同研究    蒲谷 昌生  ソーラーシステム  2005.1.14  (22～28) 
 発表会－－実用化へ向けたハイテクとソーラーエ           (99)     
 ネルギーの融合           
        
次世代の期待集める有機太陽電池 －世界最高の変    蒲谷 昌生  ソーラーシステム  2005.1.14  (29～31) 
 換効率１１％、実用化へ着実に前進－            (99)     
        
恵那市の太陽光発電と風力・太陽光ハイブリッドシ    丸山 晴男  ソーラーシステム  2005.1.14  (41～46) 
 ステム            (99)     
        
主役に育つドイツの風力発電              井田 均  ソーラーシステム  2005.1.14  (57～59) 
 －海上への誘導策が奏功し急拡大へ－            (99)     
        
ＥＣＯ ｇｒａｐｈ：エコプロダクツ２００４・「    堺屋 太一   日経エコロジー  2005.2   (81～92) 
 燃料電池が拓くエネルギー新時代の幕開け」／環        ほか         (68)     
 境報告書大全２００           
        
        

 (8) 海外事情        
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インドネシア、新大統領誕生で期待と不安 －外資    後藤 裕樹  石油政策  43(24)  2004.12.25 (10～18) 
 誘致の環境整備で経済回復、エネルギー事業の再          
 建を企図－           
        
米国の新原子力政策 超大国維持の切札     中村 政雄  エネルギーレビュー  2005.1   (42～45) 
             25(1)     
        
エネルギー海外情報：スウェーデン、原発１基閉鎖    金木 雄司  エネルギーレビュー  2005.1   (48～49) 
 へ －政府と電力、独方式交渉が決裂／新たな法           25(1)     
 措置行使し０５年実           
        
＜特集＞ 米国大統領選挙・ブッシュ政権２期目と    加納 時男   原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (52～59) 
 原子力 －米大統領選とわが国の原子力政策、他        ほか        
 －           
        
海外拠点原子力レポート（２） －米国／大統領選    増田 民夫  原子力ｅｙｅ 51(1)  2005.1   (54～57) 
 後の米国のエネルギー政策と原子力－           
        
海外エネルギー事情（１３） －ロシア連邦：京都    山下 ゆかり  省エネルギー 57(1)  2005.1   (10～11) 
 議定書の発効を決めたエネルギー資源大国－           
        
アジア太平洋市場に構造的な影響を及ぼす、北米西    齊藤 晃ほか  石油・天然ガスレビ  2005.1   (11～26) 
 海岸のＬＮＧプロジェクトの現状と見通し     ュー     39(1)     
        
ＬＮＧレースの勝敗は？     冨田 哲也  石油・天然ガスレビ  2005.1   (27～40) 
 －北米でＬＮＧプロジェクトを進める企業－     ュー     39(1)     
        
イラク：最近のイラク上流開発の動向とガドバン石    猪原 渉  石油・天然ガスレビ  2005.1   (75～78) 
 油相の中露訪問について     ュー     39(1)     
        
ロシア：地下資源法の改定の動きについて     木村 真澄  石油・天然ガスレビ  2005.1   (79～81) 
      ュー     39(1)     
        
中国：ＬＮＧ受入計画ラッシュ続く     竹原 美佳  石油・天然ガスレビ  2005.1   (83～85) 
      ュー     39(1)     
        
ミャンマー：韓国企業による天然ガス発見および事    坂本 茂樹  石油・天然ガスレビ  2005.1   (87～88) 
 業化の見通し     ュー     39(1)     
        
韓国における電力産業構造改編の近況及び新電気事    金 泰岩  電気協会報  (962)  2005.1   (30～32) 
 業制度の導入           
        
米国政府の燃料電池・水素技術開発動向      蜂須 栄一  ペトロテック 28(1)  2005.1   (15～20) 
 －ＤＯＥのＨＦＣＩＴプログラムを中心として－          
        
石油価格の高騰と中国の石油需要     范 小晨  国際金融  (1138)  2005.1.1  (54～60) 
        
ウクライナ：天然ガス輸送のシステムを強化     松岡 智恵子  ジェトロセンサー  2005.2   (52～53) 
            55(651)     
        
Ｈｏｓｔａｇｅ ｔｏ ｏｉｌ ／Ｔｒｏｕｂｌｅ ｓｐｏｔｓ  Ｌａｖｅｌｌｅ，   Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.1.10  (42～52) 
   Ｍａｒｉａｎｎｅほか ＷＯＲＬＤ      
      ＲＥＰＯＲＴ     
            138(1)     
        
        
        
        
        
        

 ４. その他鉱業        

        

 (1) その他鉱業一般        

        

 (2) 海外事情        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ５. 農林・水産        

        

 (1) 農林一般        

        
販売農家の農業関連事業の利用について －地域住    尾高 恵美  農林金融   57(8)  2004.8   (34～39) 
 民アンケート調査結果にみる農協利用パターン（          
 ２）－           
        
＜特集＞ 農畜産物の流通とトレーサビリティ －    新山 陽子   公庫月報（農林漁業  2004.12   (1～15) 
 食品におけるトレーサビリティ確保の現状と課題        ほか  金融公庫）  52(9)     
 、他－           
        
＜特集＞ 日本農業の将来を託す担い手像 －農地    上原 賢司   公庫月報（農林漁業  2005.1    (2～15) 
 保有合理化事業における担い手への農地集積の現        ほか  金融公庫） 52(10)     
 状と課題、他－           
        
２００５年度の組合金融の展望     長谷川 晃生  農林金融   58(1)  2005.1   (17～25) 
          ほか        
        
ヨーロッパの社会的経済等動向が我が国協同組合組    蔦谷 栄一  農林金融   58(1)  2005.1   (40～58) 
 織に示唆するもの －地域通貨等ヨーロッパのあ          
 らたな取組事例を踏           
        
新しい農工連携と農業の振興     梅沢 昌太郎  明日の食品産業  2005.1 合併 (35～39) 
             (353)     
        
格付けの視点：信用農業協同組合連合会 －当該都    奥村 信之  レーティング情報  2005.2   (19～28) 
 道府県のＪＡバンク事業の信用力を反映－－営業           8(2)     
 力の強化などで地域           
        
異議あり！残留農薬の新基準案 －発がん性や生殖    岡田 幹治  世界週報   84(4)  2005.2.1  (22～25) 
 毒性のある物質にも甘い値－－これで食の安全が          
 守れるか－           
        
        

 (2) 水産一般        

        

 (3) 海外事情        

        
フランス（アグロトレンド）：安定して成長するス    増井 国光  ジェトロセンサー  2005.1   (60～61) 
 リミ市場           55(650)     
        
        
        
        
        
        

 ６. 食  品        

        

 (1) 食品一般        

        
大きな変革の波へ対応進展する２００４年の酒類・    編集部  酒類食品統計月報  2004.12   (2～28) 
 食品産業 －○、△、×で２００４年の食品産業          46(11)     
 を総括－           
        
ペース落ちた今年のＩ・コーヒー市場      吉田 順一  酒類食品統計月報  2004.12   (29～32) 
 －ＡＧＦ、「詰め替えタイプ」で大幅増－           46(11)     
        
盛り上がりに欠けた今年の乳業界     木村 透  酒類食品統計月報  2004.12   (33～37) 
 －チーズと発酵乳も一服状態に－           46(11)     
        
冷凍野菜「特需」で活性化図る冷凍食品市場     三浦 正幹  酒類食品統計月報  2004.12   (38～44) 
 －生野菜高騰で脚光浴びる－           46(11)     
        
１万トンの大台回復、好調凍豆腐      正木 信勝  酒類食品統計月報  2004.12   (45～48) 
 －脚光集めた「ダイエット効果」、定着が課題－          46(11)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
収益性向上を図るウスターソース類市場      稲垣 秋夫  酒類食品統計月報  2004.12   (49～58) 
 －厳しい売り上げ、依然続く低価格化－           46(11)     
        
新しい方向模索する業務用マーガリン類     沼崎 修一  酒類食品統計月報  2004.12   (59～62) 
 －今年は天候不順でユーザー業界大不振－           46(11)     
        
清涼飲料業界の現状と将来展望     小野田 陽介  調査月報（東京三菱  2004.12   (65～76) 
      銀行）    (105)     
        
業界動向と格付けの視点：ビール－－需要が伸び悩    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (167)  2005.1   (23～26) 
 むなか、収益力を強化         ほか        
        
食品安全マネジメントシステムとは何か（３） －    西浦 孝輝  アイソムズ  (112)  2005.1   (58～61) 
 ＩＳＯ２２０００と「食品の安全」を確保するた          
 めの各システム－           
        
食品産業の展望と課題＜座談会＞     農林水産省総  明日の食品産業  2005.1 合併 (3～34) 
      合食料局ほか         (353)     
        
食品表示に係る自主的な取組みの改正について／「    日本チェーン  明日の食品産業  2005.1 合併 (52～57) 
 食品表示に係る自主的取組みの改正について」に    ストア協会          (353)     
 ついての要望         ほか        
        
＜特集＞ 製パンの科学（１） －パン産業の今後    井上 好文   食品工業   48(2)  2005.1.30  (19～70) 
 の課題／小麦粉の特性と製パン性／新規製パン用        ほか        
 酵母の開発と応用他           
        
食品加工副産物の有効活用     酒井 重男  食品工業   48(2)  2005.1.30  (72～84) 
        
浮上油脂（フロス）を利用した廃棄物燃焼処理シス    小海 孝雄  食品工業   48(2)  2005.1.30  (85～90) 
 テム           
        
経営統合で世界に通用する食用油企業に踏み出す     川端 久雄  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2    (4～7) 
 －－Ｊ－オイルミルズ 嶋雅二社長インタビュー           (124)     
        
グローバル化の進展と消費構造の変化で注目される    編集部  食品工業   48(3)  2005.2.15  (22～27) 
 ２００５年の食品業界の動向           
        
＜特集＞ 菓子需要創造のマーケティング －再生    細川 利博   食品工業   48(3)  2005.2.15  (33～89) 
 への菓子マーケティング／大人市場に向けてのチ        ほか        
 ョコレートの開発他           
        
拡大する遺伝子組み換え作物生産国、アメリカを訪    畑添 良介  食品工業   48(3)  2005.2.15  (90～94) 
 ねて（下）           
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ７. 繊  維        

        

 (1) 繊維一般        

        

 (2) 衣料一般        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ８. 紙・パルプ        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (1) 紙・パルプ一般        

        
２００４年の回顧と展望 －２００４年の日本経済    編集部  紙・パルプ  55(1)  2005.1    (4～39) 
 の概況／原料需給：製品の増加を受けて好調、他          
 －           
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ９. 化  学        

        

 (1) 化学一般        

        
＜特集＞ ２００５年エネルギー・化学工業を展望    植野 光平   ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1   (74～117) 
 する－－化学工業 －ポリプロピレン／ポリエチ        ほか        
 レン／塩ビ樹脂、他           
        
わが国化学工業、新たな飛躍への政策課題     経済産業省化  化学経済   52(1)  2005.1   (10～18) 
      学課        
        
＜特集＞ 競争力強化への新戦略 －わが国化学産    増田 貴司   化学経済   52(1)  2005.1   (27～54) 
 業、飛躍への新戦略／未来型化学企業への研究開        ほか        
 発戦略、他－           
        
「化学工業－－戦後半世紀と２１世紀展」から１０    田島 慶三  化学経済   52(1)  2005.1   (73～82) 
 年を経て           
        
日本・中国の通商問題と化学産業     小山 清孝  化学経済   52(1)  2005.1   (84～89) 
        
＜特集＞ ソノケミストリーの新しい進展 －医薬    宗宮 創ほか  化学工業   56(2)  2005.2    (1～49) 
 品への応用をめざす「超音波機能性分子」、他－          
        
        

 (2) 石油化学        

        
最近のエンプラと関連産業の動向     安田 武夫  ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1  (135～141) 
        
「製品化力」を競う“モノづくり”＜座談会＞      伊澤 槇一   プラスチックスエー  2005.1   (81～108) 
 －積み重ねたポリマープロセッシングを背景に－        ほか  ジ      51(1)     
        
石油化学プロセス（４） －芳香族（２）－     ペトロテック  ペトロテック 28(1)  2005.1   (52～56) 
      編集委員会        
        
石化－元売り「急接近」を阻む中国特需     編集部  エコノミスト 83(5)  2005.1.25  (64～65) 
        
        

 (3) その他化学        

        
＜特集＞ 洗浄技術の最新展望 －電子材料を洗う    鍋島 敏一   ＪＥＴＩ  52(14)  2004.12   (25～60) 
 界面活性剤／有力各社の洗浄技術－         ほか        
        
＜特集＞ 塗料の最新技術 －自動車補修塗料の技    野村 晃ほか  ＪＥＴＩ  52(14)  2004.12   (64～87) 
 術／フッ素樹脂塗料の技術と特徴、他－           
        
ナノテク化粧品、多彩な機能で勝負 －美肌から抗    稲田 成行  日経ナノビジネス  2004.12.27 (13～16) 
 加齢まで新商品が続々登場 異業種も参入し、市            (4)     
 場争奪戦に拍車－           
        
農薬製剤開発のキーテクノロジー     神野 和人  ＪＥＴＩ   53(1)  2005.1  (142～146) 
        
潤滑油製品（４）      池田 利樹  ペトロテック 28(1)  2005.1   (46～51) 
 －ＡＴＦ（自動変速機油）の技術動向－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
油脂分解微生物製剤の開発を目指して     杉森 大助  ペトロテック 28(1)  2005.1   (57～61) 
        
植物から医薬へ     波多野 力  技術と経済  (456)  2005.2   (61～67) 
        
        

 (4) 海外事情        

        
世界の注目企業（１）      椎野 幸平  ジェトロセンサー  2004.12   (44～45) 
 －リライアンス（インド）：垂直統合への挑戦－          54(649)     
        
中国のエンプラ展望     Ｓｔｅｐｈｅ  プラスチックスエー  2005.1  (116～122) 
      ｎ Ｂ．Ｍｏ  ジ      51(1)     
      ｏｒｅ        
        
海外プロジェクト中国での展開＜座談会＞     大木 英介   ペトロテック 28(1)  2005.1    (2～14) 
          ほか        
        
アジアのエチレン需給展望 需要増と供給増がバラ    編集部  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.1.15 合併  
 ンスしタイト基調継続     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (32～33) 
             17(1)     
        
        
        
        
        
        

 10. 窯業・土石        

        

 (1) 窯業・土石一般        

        
＜特集＞ ここまで来たＳｉＣ（半導体シリコンカ    松波 弘之   セラミックス 40(1)  2005.1    (2～37) 
 ーバイド）半導体 －半導体ＳｉＣ進展における        ほか        
 ブレークスルー、他           
        
        

 (2) セメント・ガラス        

        

 (3) 海外事情        

        
世界の注目企業（５） －セメックス（メキシコ）    内多 允  ジェトロセンサー  2005.2   (42～43) 
 ：積極的な海外投資でセメントメジャーに成長－          55(651)     
        
        
        
        
        
        

 11. 鉄  鋼        

        

 (1) 鉄鋼一般        

        
Ｔｈｉｓ ｓｔｅｅｌｍａｋｅｒ ｉｓ ｒｅｄ－ｈｏｔ ：   Ｄａｗｓｏｎ，    ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.31  (18～19) 
 Ｓｌａｓｈｉｎｇ ｃｏｓｔｓ ｈａｓ ａｌｌｏｗｅｄ  Ｃｈｅｓｔｅｒ  ＷＥＥＫ     
 ＪＦＥ ｔｏ ｂｅｃｏｍｅ ａ ｇｌｏｂａｌ …           (3902)     
        
        

 (2) 特 殊 鋼        

        

 (3) 海外事情        

        
世界の注目企業（３） －サハビリヤ・スチール・    若松 勇  ジェトロセンサー  2005.1   (54～55) 
 インダストリー（タイ）：国内初の高炉建設計画          55(650)     
 を発表－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 12. 非鉄金属        

        

 (1) 非鉄金属一般        

        
平成１６年 日本鉱業協会十大ニュース     日本鉱業協会  鉱山    57(11)  2004.12    (1～6) 
        
非鉄大手８社中間連結決算概況     日本鉱業協会  鉱山    57(11)  2004.12   (7～17) 
      総務部        
        
        

 (2) 銅・アルミニウム        

        
最近の技術動向     技術部  電線時報   57(8)  2004.12.15  (3～18) 
        
電線製造業の経営指標     佐藤 有信  電線時報   57(8)  2004.12.15 (19～25) 
        
        

 (3) その他非鉄        

        

 (4) 海外事情        

        
ＧＣＣ（湾岸協力会議）諸国：アルミニウム製品の    柴田 美穂  ジェトロセンサー  2005.2   (58～59) 
 輸出拡大に期待           55(651)     
        
        
        
        
        
        

 13. 機  械        

        

 (1) 機械一般        

        
１１月の機械受注統計調査報告＜内閣府＞        経済産業調査  経済産業公報  2005.1.26   (1～3) 
 －船舶・電力を除く民需 前月比１９．９％増－    会        (15685)     
        
        

 (2) 電気・電子機器        

        
２００４年度版「通信機器中期需要予測」概要     調査統計部  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2004.12   (10～14) 
      ＮＡＬ   44(12)     
        
２００４年度上期（４－９月期）の通信機械生産・    調査統計部  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2004.12   (24～29) 
 輸出入概況     ＮＡＬ   44(12)     
        
メインフレームコンピュータ・ミッドレンジコンピ    （社）電子情  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2004.12   (43～49) 
 ュータ・ワークステーションに関する平成１６年    報技術産業協  ｉｅｗ    5(12)     
 度上半期（４－９月     会        
        
ビルディングの光化の現在（２）     コーニング   ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2004.12   (14～19) 
 －テナント工事編－         ほか  トコム）   (189)     
        
ＦＴＴＨ対ＶＤＳＬ、それぞれの行方 －低価格競    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2004.12   (20～23) 
 争が激化するＦＴＴＨとマーケットのセグメント    トコム）   (189)     
 へ向かうＶＤＳＬ－           
        
設計、シミュレーションソフトウエア     編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2004.12   (24～29) 
      トコム）   (189)     
        
フリースペースオプティクス市場概観     Ｓｔｅｐｈｅ  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2004.12   (34～35) 
      ｎ Ｍｏｎｔ  トコム）   (189)     
      ｇｏｍｅｒｙ        
        
光関連製品統計 －光ファイバ／光コネクタ／光測    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2004.12   (62～64) 
 定器／その他搬送装置・付属品－     トコム）   (189)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
家電製品の流通実態調査について     公正取引委員  公正取引   (650)  2004.12   (52～55) 
      会取引部取引        
      調査室        
        
２００４年度上期の白物家電国内出荷実績     （社）日本電  電機     (677)  2004.12   (19～21) 
      機工業会家電        
      部        
        
太陽光発電システムの出荷量動向調査（平成１５年    出口 洋平  電機     (677)  2004.12   (22～25) 
 度）           
        
家電製品の最近の動向－－ＩＨ調理器（１） －オ    近藤 信二  電機     (677)  2004.12   (31～34) 
 ールメタル対応２００ＶＩＨクッキングヒーター          
 の開発－           
        
＜特集＞ ２００５年デバイス戦略 不況脱出シナ    望月 洋介   ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.1   (29～67) 
 リオ －米Ｉｎｔｒｌ／韓国Ｓａｍｓｕｎｇ／米        ほか  ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
 ＴＩ／東芝、他－     Ｓ      (235)     
        
日本のボード技術に立脚したＳｏＣ高速検証装置     辻 智之  ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.1   (83～88) 
      ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (235)     
        
＜特集＞ ファイバーオプティクスＥＸＰＯ２００    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.1   (44～98) 
 ５ －ＦＯＥ２００５の概要とポイント／出展企    トコム）   (190)     
 業・製品の見どころ           
        
光産業技術振興協会 世界の情報通信市場は２０１    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.1  (100～101) 
 ０年に５．６兆円、年率１８％増     トコム）   (190)     
        
アンケート調査２００５ －光通信関連市場の現状    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.1  (104～109) 
 と今後－－「市場拡大は期待できるが、利益率に    トコム）   (190)     
 不安」－           
        
光関連製品統計 －光ファイバ／光コネクタ／光測    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.1  (131～133) 
 定器／その他搬送装置・付属品－     トコム）   (190)     
        
電機産業の現状と動向     藤本 弘次  電機     (678)  2005.1   (13～26) 
        
家電製品の最近の動向－－ＩＨ調理器（２）     田中 正宏  電機     (678)  2005.1   (45～48) 
        
新春アンケート：２００５年のエレクトロニクス業    伊藤 達ほか  電子材料   44(1)  2005.1    (1～5) 
 界はどうなるか           
        
＜特集＞ ＳｉＰ（システム・イン・パッケージ）    佐藤 俊彦   電子材料   44(1)  2005.1   (17～100) 
 実装を支える要素技術 －ＳｉＰ実装への期待と        ほか        
 課題、他－           
        
資材調達の現場から（７）      神谷 幹雄  電子材料   44(1)  2005.1  (145～147) 
 －必ず成果につながる購買交渉の進め方－           
        
半導体市場予測およびマーケットランキング     編集部  電子材料   44(1)  2005.1  (150～151) 
 －アイサプライ・ジャパン最新レポートより－           
        
半導体露光装置メーカーＡＳＭＬの事業・技術戦略    大島 雅志  電子材料   44(1)  2005.1  (161～170) 
 とマーケットリーダーシップ（後編） －Ｒ＆Ｄ          
 パートナーと次世代           
        
ケンウッドの生産革新（最終回）     中山 力  日経ものづくり  2005.1  (125～129) 
 －３日後には生産開始だ－            (604)     
        
米シスコ、対日戦略を急転換 －米国製品そのまま    影木 准子   日経コミュニケーシ  2005.1.1  (59～63) 
 売る手法改め、国内通信事業者の特異性に対応－        ほか  ョン     (429)     
        
Ｈ．２６４，あの手この手でＳＤＴＶ／ＨＤＴＶ録    新井 将之  日経エレクトロニク  2005.1.3  (49～56) 
 画を目指す     ス      (890)     
        
＜特集＞ 伝承 －創造の時代：勃興機から３０年    堀切 近史   日経エレクトロニク  2005.1.3  (69～111) 
 を経て１９７０年代への原点回帰、他－         ほか  ス      (890)     
        
ハイエンド向けＢＧＡ品をＰｂフリー化、ＲｏＨＳ    梶原 護ほか  日経エレクトロニク  2005.1.3 (113～120) 
 指令の見直しのキッカケに     ス      (890)     
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電子プラットフォームなくして、クルマの開発は立    林 和彦  日経エレクトロニク  2005.1.3 (122～132) 
 ち行かず     ス      (890)     
        
ＩＰ電話を支える基礎技術（１） －音声符号化：    青柳 弘美  日経コミュニケーシ  2005.1.15  (92～96) 
 Ｇ．７１１とＧ．７２９が２大主流 将来はＣＤ    ョン     (430)     
 音質のＩＰ電話も登           
        
デジタル民生機器の２００５年、停滞説を打破する    大槻 智洋   日経エレクトロニク  2005.1.17  (49～60) 
 条件         ほか  ス      (891)     
        
＜特集＞ フラッシュ・メモリ 価格暴落のうれし    大石 基之   日経エレクトロニク  2005.1.17 (81～103) 
 い誤算 －寡占を解かれた激安チップ 他媒体を        ほか  ス      (891)     
 次々のみ込む、他－           
        
離陸間近のホログラフィック媒体、２００６年に２    堀米 秀嘉   日経エレクトロニク  2005.1.17 (105～114) 
 ００Ｇバイトを実現         ほか  ス      (891)     
        
携帯機器用ベクトル型プロセサを開発 ２４ＭＨｚ    礒村 政一  日経エレクトロニク  2005.1.17 (116～127) 
 でＱＶＧＡをＭＰＥＧ－４符号化     ス      (891)     
        
ＳｏＣ設計へのＤＦＭ導入で歩留まり向上とＴＡＴ    村方 正美  日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
 短縮を実現     ス        (25～30) 
        
並列処理と３２ビット長命令を採用、新型ＲＩＳＣ    片岡 健  日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
 マイコンの設計思想     ス        (31～36) 
        
高密度実装の最前線２次元と３次元を適所に応用     佐々木 順彦  日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
          ほか  ス        (37～40) 
        
ハード－ソフト協調検証、短期開発ＳｏＣの必需品    大石 基之  日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
 へ －開発期間の３０％～８０％削減にメド－     ス        (49～56) 
        
動的再構成プロセサをＣ言語だけで設計可能に     戸井 崇雄   日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
          ほか  ス        (57～64) 
        
        

 (3) 一般機械        

        
＜特集＞ 日本産業機械工業会が実施した補助事業    安江 經和   産業機械   (651)  2004.12   (10～51) 
 の概要（平成１５年度分）          ほか        
        
ＪＩＭＴＯＦ２００４（第２２回日本国際工作機械    編集部  工作機械   (155)  2005.1.14  (6～28) 
 見本市）結果報告           
        
２００４年度上期海外プラント・エンジニアリング    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.18   (4～8) 
 成約実績調査分析報告書＜経済産業省＞     会        (15679)     
        
        

 (4) 輸送機械        

        
自動車抹消登録制度の見直しと自動車重量税還付制    国土交通省自  国土交通  57(12)  2004.12   (56～57) 
 度の創設 －自動車リサイクル促進のために－     動車交通局技        
      術安全部        
        
＜特集＞ １０００万人の材料科学－－自動車編（    草川 紀久  金属     75(1)  2005.1   (62～69) 
 ９） －自動車用燃料電池開発の現状と課題－           
        
第３８回東京モーターショーを見て     鈴木 五郎  高速道路と自動車  2005.1   (48～51) 
             48(1)     
        
＜特集＞ 今を支える一大技術革新 －可変バルブ    熊谷 和英   自動車技術  59(1)  2005.1   (18～104) 
 タイミング機構（ＶＴＥＣ）の歴史と将来、他－        ほか        
        
平成１７年の自動車国内需要見通しと課題     （社）日本自  自動車部品  51(1)  2005.1    (8～16) 
      動車工業会        
        
平成１６年度中間期の自動車部品工業の経営動向     工業会業務部  自動車部品  51(1)  2005.1   (17～24) 
        
自動車産業発展の一翼を担って      石川 伸一郎  日経研月報  (319)  2005.1   (18～21) 
 －蓄積された技術力で高性能ガスケットを開発－          
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事故は語る：安全なハブはどこにあるのか      高野 敦  日経ものづくり  2005.1   (91～96) 
 －三菱ふそう、ハブの強度不足で再びリコール－           (604)     
        
造船大手６社、受注活況衰えず・鋼材需給逼迫 －    編集部  Ｍａｒｉｎｅ 37(1)  2005.1.10  (61～66) 
 ０５年度の採算が山場、コストダウン努力を継続          
 －           
        
好調トヨタの生産現場に忍び寄る「異変」     片山 修  エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (39～41) 
        
電子プラットフォームなくしてクルマの開発は立ち    林 和彦  日経エレクトロニク  2005.1.17 別冊  
 行かず     ス        (43～48) 
        
        

 (5) 精密機械        

        
高出力・高繰り返し１９３ｎｍ固体レーザーの技術    土肥 正明  ＪＥＴＩ  52(14)  2004.12   (61～63) 
 開発           
        
        

 (6) 海外事情        

        
世界半導体生産能力・稼働率の２００４年第３四半    斎藤 律三  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2004.12   (51～56) 
 期（７－９月）の統計数値について     ｉｅｗ    5(12)     
        
世界の注目企業（２） －ナザ・グループ／ナザ・    岡部 光利  ジェトロセンサー  2004.12   (46～47) 
 キア（マレーシア）：市場特性に合わせ幅広い消          54(649)     
 費者層に浸透－           
        
在中国自動車メーカートップに聞く（３） －トヨ    服部 悦雄  自動車工業 38(12)  2004.12   (24～29) 
 タと中国の交流は、日中国交回復前から始まった          
 。－－中国に尊敬さ           
        
揺らぐ高原油価格の基盤     河原 一夫  エネルギー  38(1)  2005.1   (28～30) 
 －２００５年の展望とサウジの治安進展状況－           
        
ＩＳＳＣＣ２００５に見るアジア新勢力の台頭     菊池 隆裕   日経エレクトロニク  2005.1.3  (57～66) 
 －台湾からの採択論文は一挙３倍に－         ほか  ス      (890)     
        
ベトナム造船業、中小型の新造船市場に参入     編集部  Ｍａｒｉｎｅ 37(1)  2005.1.10  (67～76) 
 －中国に次ぐ造船国となる可能性大－           
        
欧米大手が目指す「新興市場」、技術革新のダーク    Ｐｈｉｌ    日経エレクトロニク  2005.1.17  (63～70) 
 ホースに     Ｋｅｙｓ  ス      (891)     
        
Ｉｓ ｓｍａｌｌ ｔｈｅ ｎｅｘｔ ｂｉｇ ｔｈｉｎｇ？：  Ｆｏｎｄａ，     ＴＩＭＥ  2005.1.17  (42～45) 
 Ｔｈｅ Ｗｅｓｔ ｓｔｉｌｌ ｌｏｖｅｓ ｌａｒｇｅ  Ｄａｒｅｎ   ほか       165(2)     
 ｃａｒｓ， ｂｕｔ ｔｈｅ ａｕｔｏ …           
        
Ｓｉｅｍｅｎｓ’ ｎｅｗ ｂｏｓｓ ： Ｅｎｅｒｇｅｔｉｃ  Ｅｗｉｎｇ，Ｊａｃｋ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.24  (22～26) 
 Ｋｌａｕｓ Ｋｌｅｉｎｆｅｌｄ ｉｓ ａｉｍｉｎｇ             ほか ＷＥＥＫ     
 ｆｏｒ ｏｎｅ ｔｈｉｎｇ ｔｈｅ ｇｉａｎｔ …           (3901)     
        
Ａｐｐｌｅ’ｓ ｂｏｌｄ ｓｗｉｍ ｄｏｗｎｓｔｒｅａｍ：  Ｂｕｒｒｏｗｓ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.24  (32～34) 
 Ｔｈｅ ｍａｓｔｅｒ ｏｆ ｈｉｇｈ－ｅｎｄ ｓｔｙｌｅ  Ｐｅｔｅｒ   ほか ＷＥＥＫ     
 ｉｓ ｂｒｉｎｇｉｎｇ ｏｕｔ ｔｗｏ …           (3901)     
        
        
        
        
        
        

 14. その他製造        

        

 (1) その他製造一般        

        
ポリプロピレン射出成形品の構造と物性（１３）     藤山 光美  プラスチックスエー  2005.1  (132～143) 
 －β晶核剤添加と成形品の構造及び物性（２）－    ジ      51(1)     
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＜特集＞ 高付加価値化に貢献する射出成形機と成    永田 佳彦   プラスチックスエー  2005.2   (79～122) 
 形技術 －ハイブリッド成形機による薄肉成形シ        ほか  ジ      51(2)     
 ステム、他－           
        
ポリプロピレン射出成形品の構造と物性（１４）     藤山 光美  プラスチックスエー  2005.2  (140～149) 
 －β晶核剤添加と成形品の構造及び物性（３）－    ジ      51(2)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 15. 建設・不動産        

        

 (1) 建設・不動産一般        

        
Ｊ－ＲＥＩＴのリターンに関する研究 －Ｊ－ＲＥ    大橋 和彦   国土交通政策研究  2004.8    (1～23) 
 ＩＴリターンのイベント・スタディー／Ｊ－ＲＥ        ほか        (35*36)     
 ＩＴのリターンの分           
        
建設業景況調査〔四半期報〕（平成１６年度 第２    東日本建設業  建設統計月報 (504)  2004.12   (30～35) 
 回）      保証㈱        
        
＜特集＞ キーマンに聞く金利上昇、景気回復でど    高塚 優ほか  ＲＭＪ    (69)  2005.1   (18～31) 
 うなる不動産価格 －ファンドマネジャー編／Ｊ          
 －ＲＥＩＴ編、他－           
        
＜特集＞ 匿名組合出資の有価証券化で変化するフ    編集部  ＲＭＪ    (69)  2005.1   (32～40) 
 ァンド・ビジネス －各社の対応：野村證券／大          
 和証券ＳＭＢＣ、他           
        
東証のＲＥＩＴ上場制度の整備について     飯田 一弘  ＲＭＪ    (69)  2005.1   (48～53) 
        
不動産ファイナンス 初級（１３）     小林 秀二  ＲＭＪ    (69)  2005.1   (58～63) 
 －Ｍ＆Ａによる価値創造－           
        
知ってるつもりのプロパティマネジメント（１）     青木 邦啓  ＲＭＪ    (69)  2005.1   (68～71) 
 －原状回復の問題（１）－           
        
建設業の新分野進出－－公共事業に頼らない雇用を    米田 雅子  ガバナンス  (45)  2005.1   (82～83) 
 創る（９） －特区で耕作放棄地を開墾する－           
        
入札契約適正化法及び適正化指針の措置状況調査結    国土交通省建  建設統計月報 (505)  2005.1   (10～23) 
 果     設業課        
        
発展段階を迎えた不動産投資市場 －証券化拡大や    児玉 俊一   レーティング情報  2005.1    (2～12) 
 ＲＥＩＴ創設がテコに 金融環境変化への対応な        ほか         8(1)     
 ど課題－           
        
全国賃料統計について －２００４年９月末調査－    手島 健治  不動産研究 47(11)  2005.1.12  (44～48) 
        
不動産投資家調査について －平成１６年１０月－    宋 杰  不動産研究 47(11)  2005.1.12  (49～56) 
        
外資系が運用する初のＲＥＩＴが東証に上場－－ニ    山木 正行   ＲＭＪ    (70)  2005.2   (18～24) 
 ューシティ・レジデンス投資法人 －概要と解説        ほか        
 ／インタビュー－           
        
＜特集＞ 続々と名乗りをあげるＪ－ＲＥＩＴ予備    編集部  ＲＭＪ    (70)  2005.2   (25～40) 
 軍の勝算 －予備軍急増の背景にある新たな市場          
 開設の動き、他－           
        
＜特集＞ ノンバンクのノンリコースローン戦略     編集部  ＲＭＪ    (70)  2005.2   (42～55) 
 －オリックス／三井住友銀リース／三洋電機クレ          
 ジット、他－           
        
信託業法、８２年ぶりに大改正／改正信託業法と不    編集部 ほか  ＲＭＪ    (70)  2005.2   (58～65) 
 動産の流動化・証券化ビジネス           
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不動産ファイナンス 初級（１４）      小林 秀二  ＲＭＪ    (70)  2005.2   (66～71) 
 －住宅ファイナンス－           
        
知ってるつもりのプロパティマネジメント（２）     青木 邦啓  ＲＭＪ    (70)  2005.2   (76～80) 
 －原状回復の問題（２）－           
        
        

 (2) 住宅一般        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 16. 商  業        

        

 (1) 商業一般        

        
既存店回復傾向？上期のスーパー －「総額表示」    藤原 健  酒類食品統計月報  2004.12   (65～68) 
 の影響で客単価は軒並みマイナス－           46(11)     
        
フランチャイズ・ビジネスの存続状況とその決定要    小本 恵照  ニッセイ基礎研所報  2004.12.22 (47～75) 
 因            (35)     
        
＜特集＞ 数値分析力育成のすすめと’０４年主要    編集部 ほか  ストアーズレポート  2005.1   (17～30) 
 百貨店中間決算 －０４年度主要百貨店中間決算                 46(1)     
 分析、他－           
        
小売業のロジスティクス戦略（５０） －「特別編    臼井 秀彰  流通設計２１ 36(1)  2005.1   (92～96) 
 ２００５年の小売業物流」－－制度を追求してき          
 た日本型チェーン物           
        
ウォルマートと大規模店舗規制     山家 公雄  日経グローカル  2005.1.17  (45～49) 
             (455)     
        
＜特集＞ 流通業界２００５年全予測 －大手スー    石橋 忠子   激流     30(2)  2005.2   (19～74) 
 パー／コンビニエンスストア／百貨店／食品スー        ほか        
 パー、他－           
        
大衆薬にチャンスあり！メーカー、卸に波乱の兆候    浅野 恭平  激流     30(2)  2005.2   (98～102) 
        
Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｎｅｗ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ（３    大野 和弘  激流     30(2)  2005.2  (124～125) 
 ２） －盛り上がりをみせるスポーツ・ビジネス          
 －           
        
百貨店－－構造改革で収益回復し信用力安定へ －    中野 達夫  レーティング情報  2005.2    (2～12) 
 顧客囲い込みに注力、環境改善望めず拡大戦略に           8(2)     
 はリスクも－           
        
        

 (2) 流  通        

        
流通実態調査にみる競争政策的課題について     公正取引委員  公正取引   (650)  2004.12   (44～46) 
      会取引部取引        
      調査室        
        
        

 (3) リース        

        
平成１６年リース業界の動向と協会活動     企画委員会  ＬＥＡＳＥ 33(12)  2004.12   (2～14) 
        
新ＪＬＡ－Ｎｅｔの構築とリース統計調査要領の改    広報調査委員  ＬＥＡＳＥ  34(1)  2005.1    (2～12) 
 訂     会        
        
        
        
                                                           

 

─ 18 ─ 
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (4) 海外事情        

        
東アジアの国際的生産・流通ネットワーク：日本企    木村 福成   経済統計研究 32(3)  2004.12   (1～18) 
 業のマイクロ・データを用いた統計的把握の試み        ほか        
        
        
        
        
        
        

 17. 運  輸        

        

 (1) 運輸一般        

        
荷主のロジシティクスとＳＣＭ革命（３７）     五月 陵  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2004.12   (28～30) 
 －求む！プロフェッショナル－      Ａｇｅ   (449)     
        
日本の流通 進化のゆくえ（４）      鈴木 孝之  ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2005.1   (46～50) 
 －時代が求める新たな卸売事業－            4(10)     
        
＜特集＞ 未来を創る物流の技術革新 －技術革新    大久保 秀典  港湾     82(1)  2005.1    (8～39) 
 による未来の物流／ユビキタス社会における産業        ほか        
 と物流、他－           
        
＜特集＞ 温故知新 ２００５年を大予想 －寄稿    岡田 清ほか  流通設計２１ 36(1)  2005.1   (16～41) 
 ：２００４年物流３大ニュース＆２００５年を大          
 予想－           
        
物流ニュービジネスの動向（３） －共同配送の市    山鳥 洋  流通設計２１ 36(1)  2005.1   (88～91) 
 場規模は２兆４０００億円 今後も拡大する要素          
 は非常に多い－           
        
ＤＡＴＡで見るロジスティクス－－輸送指数（平成    編集部  流通設計２１ 36(1)  2005.1  (101～101) 
 １６年８月分）           
        
        

 (2) 海  運        

        
「高価で急ぐ貨物」が集まる下関港     編集部  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2004.12   (17～21) 
 －冬ソナ効果？関釜フェリー好調－      Ａｇｅ   (449)     
        
船員派遣事業者の審査手順の検討進む／船員法の改    船員対策室  せんきょう  45(9)  2004.12   (18～20) 
 正作業進む           
        
海運関係分野の規制改革要望を提出     企画調整部  せんきょう  45(9)  2004.12   (21～23) 
 －１６年１１月集中受付月間での要望－           
        
業界動向と格付けの視点：外航海運－－力強さを伴    山本 昇治   ＪＣＲ格付け (167)  2005.1   (27～32) 
 う各社収益動向         ほか        
        
波濤（５８） －海運企業の寿命－     英武 林華庵  海運     (928)  2005.1   (23～23) 
        
＜特集＞ ２００５年海運市況展望 －定期船 需    碓井 康之   海運     (928)  2005.1   (46～56) 
 要増に見合う安定的な船腹供給体制が鍵、他－         ほか        
        
ボスパラス海峡タンカー渋滞問題と海峡迂回石油パ    編集部  海運     (928)  2005.1   (89～91) 
 イプラインプロジェクトの動き －ＪＯＧＭＥＣ          
 の野神隆之上席エコ           
        
ライフサイクル指向の船舶のリサイクル     今井 義久  海運     (928)  2005.1  (100～102) 
        
海運各社２００５年３月期中間決算 －外航大手・    編集部  海運     (928)  2005.1  (104～107) 
 中手各社は市況高騰を受け、軒並み増収、増益を          
 実現－           
        
２００５年の内航景気予想               編集部  内航海運  40(844)  2005.1    (6～9) 
 －１８年ぶりに好況に転じそう－           
        
内航海運活性化３法のＱ＆Ａ     編集部  内航海運  40(844)  2005.1   (41～47) 
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
内航海運効率化のための鉄道運輸機構の船舶勘定の    国土交通省   内航海運  40(844)  2005.1   (86～91) 
 見直し方針         ほか        
        
国際海上物流拠点の再生と課題     国土交通委員  立法と調査  (245)  2005.1.1   (3～8) 
      会調査室        
        
マラッカ・シンガポール海峡の航行安全問題 －３    編集部  Ｍａｒｉｎｅ 37(1)  2005.1.10  (50～60) 
 ０年前に失敗した「国際協力体制」、今度こそ実          
 現か？－           
        
東日本フェリーグループ、再生の道のり     編集部  Ｍａｒｉｎｅ 37(1)  2005.1.10  (83～86) 
 －破綻から１年半、復興の兆し－           
        
        

 (3) 航  空        

        
新北九州空港：２００６年３月開港     編集部  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2004.12   (23～27) 
 －国際線も視野に－      Ａｇｅ   (449)     
        
業界動向と格付けの視点：空運－－引き続き事業環    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (167)  2005.1   (33～34) 
 境は厳しい         ほか        
        
航空ベンチャー一気に上昇気流へ     堂下 浩  エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (36～38) 
        
        

 (4) 陸  運        

        
＜特集＞ 地方鉄道・ＬＲＴ（次世代型の路面電車    国土交通省鉄  国土交通  57(12)  2004.12   (7～33) 
 ）の新たな展開 －地域からの熱い想いを込めて    道局財務課         
 －         ほか        
        
認証・登録事業所が約８００事業所に －トラック    国土交通省環  国土交通  57(12)  2004.12   (54～55) 
 運送事業におけるグリーン経営の推進－     境・海洋課         
          ほか        
        
各種規制がトラック関連業界に与える影響     編集部  マンスリー・レビュ  2005.1    (8～9) 
      ー     
        
        

 (5) 倉  庫        

        

 (6) 海外事情        

        
ＥＵ指令に対応したフランスの鉄道線路使用料の動    野崎 勝  運輸と経済  65(1)  2005.1   (74～80) 
 き           
        
中国国内物流と日系企業     和田 敬記  化学経済   52(1)  2005.1   (93～100) 
        
激変するアジア格安航空業界の現状と今後の展望     山本 貴之  日経研月報  (319)  2005.1   (38～44) 
        
ロジスティクスシステムのためのセマンティック・    デイビッド・  ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2005.1.10  (58～68) 
 モデリング入門     Ｌ・ブロック         4(10)     
          ほか        
        
ＡＳＥＡＮ：格安航空の参入で競争激化     中原 宏康  ジェトロセンサー  2005.2   (54～55) 
            55(651)     
        
        
        
        
        
        

 18. 情報・通信        

        

 (1) 情報・通信一般        

        
地上デジタル放送のエリア拡大と今後の普及に向け    北川 信  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2004.12   (6～14) 
 て －放送開始１周年 －     ｉｅｗ    5(12)     
                                                           

 

─ 20 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  
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＜特集＞ 「情報化」はくらしと社会を変えられる    木村 忠正   ＮＩＲＡ政策研究（  2004.12   (4～53) 
 か－－知識社会実現の戦略 －ネットワーク・リ        ほか  月刊）   17(12)     
 アリティ、他－           
        
＜特集＞ ブロードバンド・ユビキタスサービスの    立石 和義   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1   (12～31) 
 発展に向けたＮＴＴ情報流通基盤総合研究所の取        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 組み     ＴＩＯＮ   42(1)     
        
＜特集＞ 新たなＩＰサービス創出に向けたＮＴＴ    飯塚 久夫   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1   (32～59) 
 コミュニケーションズ・先端ＩＰアーキテクチャ        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 センタの取組み     ＴＩＯＮ   42(1)     
        
＜特集＞ 未来を拓くＮＴＴデータのＲ＆Ｄ展開（    松本 隆明   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1   (60～75) 
 ２） －ユビキタスネットワーク社会を創造する        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 ＮＴＴデータの技術     ＴＩＯＮ   42(1)     
        
＜特集＞ ＮＴＴコムウェア研究開発部のＮＧＮを    加瀬 一朗   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1   (76～91) 
 志向した最先端技術への取組み         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(1)     
        
＜特集＞ 新しいモバイル通信の実現に向けたＮＴ    歌野 孝法   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1   (92～105) 
 ＴドコモのＲ＆Ｄ戦略         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(1)     
        
セキュリティ最新動向（１３） －無線ＬＡＮ環境    亀山 商太郎  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1  (149～154) 
 におけるセキュリティの現状と課題について－         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(1)     
        
モバイルアドホックネットワークの可能性と今後の    松井 進  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.1   (14～19) 
 展望     ＮＡＬ    45(1)     
        
学術情報検索における、検索エンジンＧｏｏｇｌｅ    遠藤 昌克  情報管理  47(10)  2005.1  (681～687) 
 の進出           
        
電子ペーパーの現状と応用展望     面谷 信  情報管理  47(10)  2005.1  (688～697) 
        
平成１７年度以降の接続料算定の在り方について     総務省料金サ  情報通信ジャーナル  2005.1   (12～15) 
                           ービス課         23(1)     
                     
        
地域社会の情報化の基盤となる「次世代地域情報プ    総務省地方情  情報通信ジャーナル  2005.1   (20～23) 
 ラットフォーム」と『自治体情報システム革命』    報化推進室         23(1)     
 （後編）           
        
＜特集＞ 激変！固定電話市場             藤田 健  テレコミュニケーシ  2005.1   (20～36) 
 －基本料市場／光ＩＰ電話動向－     ョン     22(1)     
        
＜特集＞ 企業モバイルは始まったばかり！法人市    吉沢 一弘   テレコミュニケーシ  2005.1   (50～57) 
 場開拓に挑むドコモ          ほか  ョン     22(1)     
        
動きだした２１世紀社会ライフラインの構築     川内 武  電気通信  68(697)  2005.1   (12～22) 
 －通信事業者自らのＩＴ革命－           
        
サイバー攻撃手法と対策     警察庁情報技  電気通信  68(697)  2005.1   (30～36) 
      術解析課        
        
警察のサイバーテロ対策     警察庁警備企  電気通信  68(697)  2005.1   (37～42) 
      画課        
        
＜特集＞ ２００５年を読み抜く三つの視点 －事    市嶋 洋平   日経コミュニケーシ  2005.1.1  (38～58) 
 業者はこう動く／ズバリ、ユーザーが欲しいもの        ほか  ョン     (429)     
 ／歴史からの警告－           
        
個人情報保護及びプライバシー保護に関する国際的    外 昌弘ほか  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 な動向 －第２６回プライバシーと個人データ保           (276)       (178～198) 
 護に関する国際会議           
        
＜特集＞ 電話網はこう捨てる－－英ＢＴとＫＤＤ    蛯谷 敏ほか  日経コミュニケーシ  2005.1.15  (22～32) 
 Ｉが見せた機関網ＩＰ化の現場      ョン     (430)     
        
戦略なき総務省に振り回されるＮＴＴの危機     津坂 徹郎  エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (36～38) 
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＜特集＞ ２００５年度通信市場予測－－光ＩＰ化    編集部 ほか  テレコミュニケーシ  2005.2   (28～65) 
 と３Ｇ加速で市場急変 －固定系通信サービス／    ョン     22(2)     
 ネットワーク機器他           
        
市場独占へのステップ：ＮＴＴ５兆円投資の真実     根岸 圭一郎  エコノミスト 83(6)  2005.2.1  (92～95) 
 －－ブロードバンド制圧への野望           
        
        

 (2) 情報処理産業        

        
デジタル署名の長期利用について     田村 裕子   ＩＭＥＳ ＤＩＳＣ  2004.12   (1～66) 
          ほか  ＵＳＳＩＯＮ ＰＡ     
      ＰＥＲ ＳＥＲＩＥ     
      Ｓ（日本語版）     
             (27)     
        
日本のシンクタンク－－その歴史と動向     島津 千登世  ＮＩＲＡ政策研究（  2004.12   (55～64) 
      月刊）   17(12)     
        
＜特集＞ ＥＸＥＯソリューションにより新たな価    髙島 征二   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1  (106～121) 
 値を創造する協和エクシオ         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(1)     
        
＜特集＞ ＮＴＴソフトウェアの価値創造経営と高    鈴木 滋彦   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1  (122～139) 
 付加価値ソリューション         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(1)     
        
愛知万博にみるＩＴ技術     「愛知万博」  発明    102(1)  2005.1    (7～15) 
      取材班        
        
＜特集＞ 顧客情報のネット流出を防げ！－－「隔    加藤 慶信  日経コミュニケーシ  2005.1.15  (34～42) 
 離」「認証」「追跡」を押さえコスト最適化      ョン     (430)     
        
＜特集＞ 国内大手ＩＴベンダー各社の戦略を見る    編集部 ほか  ＣＯＭＰＵＴＯＰＩ  2005.2   (12～41) 
 －富士通／ＮＥＣ／日立製作所／沖電気工業、他    Ａ     39(461)     
 －           
        
        

 (3) 海外事情        

        
ＣＩＡＪ情報通信海外調査報告（１）     戸田 冬樹  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2004.12   (15～19) 
 －ＥＵにおける中東欧の位置づけとＩＣＴ概況－    ＮＡＬ   44(12)     
        
２００５年米国情報通信産業を展望する     小尾 敏夫  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.1   (10～13) 
      ＮＡＬ    45(1)     
        
ＣＩＡＪ情報通信海外調査報告（２）     鈴木 正彦  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.1   (26～29) 
 －ＥＵにおける中東欧の位置づけとＩＣＴ概況－    ＮＡＬ    45(1)     
        
情報通信と国際協力 －世界の情報拠点（ハブ）へ    編集部  情報通信ジャーナル  2005.1    (7～10) 
 アジア・ブロードバンド計画がいく！－            23(1)     
        
Ｌｉｎｕｘ Ｉｎｃ． ： Ｌｉｎｕｓ Ｔｏｒｖａｌｄｓ  Ｈａｍｍ，Ｓｔｅｖｅ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.31  (52～60) 
 ｏｎｃｅ ｌｅｄ ａ ｒａｇｔａｇ ｂａｎｄ ｏｆ       ＷＥＥＫ     
 ｓｏｆｔｗａｒｅ ｇｅｅｋｓ． Ｎｏｔ …           (3902)     
        
        
        
        
        
        

 19. 金融・証券        

        

 (1) 金融・証券一般        

        
＜特集＞ 三菱東京・ＵＦＪ統合を読み解く       小田 徹ほか  金融財政事情 56(1)  2004.1.3 合併  
 －畔柳信雄 三菱東京ＦＧ社長に聞く、他－              (18～37) 
        
地域金融機関の再編・提携の動きも二極化へ     吉澤 亮二  金融財政事情 56(1)  2004.1.3 合併  
 －当局検査の厳格化が再編を促進－              (38～41) 
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 新ＢＩＳ規制下のリスク管理態勢       安井 肇ほか  金融財政事情 56(1)  2004.1.3 合併  
 －特別調査「地銀のリスク管理態勢」分析、他－             (43～69) 
        
イノベーション不在の時代（２）     福井 和夫  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.11   (18～25) 
      ｃｅ    34(11)     
        
破綻する市場原理主義者の「原理」     稲本 滋  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (30～35) 
      ｃｅ    34(12)     
        
２００４年金融回顧     増田 豊  金融     (693)  2004.12    (2～4) 
        
新ＢＩＳ規制案と銀行リスク管理（４）     金融庁国際課  金融     (693)  2004.12   (10～21) 
 －証券化の取扱い－           
        
＜特集＞ 金融業と競争政策 －メガバンク化にお    中北 徹ほか  公正取引   (650)  2004.12   (2～31) 
 ける競争上の問題／金融市場と独禁法／金融と消          
 費者、他－           
        
シティバンク、エヌ・エイ及び株式会社新生銀行に    公正取引委員  公正取引   (650)  2004.12   (71～73) 
 対する警告等について     会取引部ほか        
        
第１４２回保証先中小企業金融動向調査結果の概要    総合研究所  信用保険月報  2004.12   (7～11) 
 －改善が進む保証先中小企業の資金繰り－           47(12)     
        
＜特集＞ 金融教育の意義と課題 －わが国におけ    川村 雄介   地銀協月報  (534)  2004.12   (2～21) 
 る金融教育の意義と課題／アメリカの金融教育－        ほか        
        
株価指数構成銘柄の入れ替えの影響     徳永 俊史  調査情報（三菱信託  2004.12   (19～27) 
      銀行）    (283)     
        
モデル系ファンドのテクニカル売買と為替レートの    伊藤 隆敏   ニッセイ基礎研所報  2004.12.22  (1～46) 
 変化         ほか         (35)     
        
「銀行等金融機関の保有する貸出債権が資本的劣後    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1  (107～110) 
 ローンに転換された場合の会計処理に関する監査    士協会  ル      17(1)     
 上の取扱い」の公表           
        
イノベーション不在の時代（３）     福井 和夫  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (16～23) 
 －メガバンクの戦略と証券化－     ｃｅ     35(1)     
        
金融自由化の「起承転結」     稲本 滋  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (26～33) 
      ｃｅ     35(1)     
        
銀行を変える「特別編」（６４）      宮坂 恒治  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (44～49) 
 －金融庁に誘導された銀行決算－     ｃｅ     35(1)     
        
新ＢＩＳ規制案と銀行リスク管理（５・最終回）     金融庁国際課  金融     (694)  2005.1   (13～20) 
 －オペレーショナル・リスク、第２の柱、第３の          
 柱－           
        
＜特集＞ 金融システム改革の検証と展望 －相互    西村 吉正   金融ジャーナル  2005.1    (9～22) 
 参入の経緯と行方 制度改革の効果発揮はこれか        ほか         46(1)     
 らが本番、他－           
        
経営分析（１） －群馬銀行と常陽銀行（上）－－    渡辺 孝  金融ジャーナル  2005.1   (23～31) 
 群馬銀行：不良債権処理が最大課題に－            46(1)     
        
消費者信用：非金融業にとってのクレジットカード    吉田 親  金融ジャーナル  2005.1   (52～55) 
 事業            46(1)     
        
＜特集＞ 銀行の適正収益を探る －収益構造の中    安田 隆二   金融ジャーナル  2005.1   (59～74) 
 身・品質チェックを 成長投資で高い期待収益を        ほか         46(1)     
 目指せ、他－           
        
ランキング：地銀・第二地銀の地元回帰度（２００    編集部  金融ジャーナル  2005.1  (111～117) 
 ４年３月末－１９９４年３月末対比）            46(1)     
        
＜特集＞ ２００４年度 中間決算詳報 －大手信    編集部  消費者信用  23(1)  2005.1   (14～28) 
 販／流通系カード／大手・中堅消費者金融会社－          
        
上限金利規制はどうなるか（１） －利息制限法に    ノンバンク制  消費者信用  23(1)  2005.1   (32～35) 
 も焦点をあてる－－崩れ始めた銀行と貸金業者の    度研究会        
 金利規制の棲み分け           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
個人情報保護実務対応の急所（３） －入会募集時    川畑 大輔  消費者信用  23(1)  2005.1   (36～43) 
 の情報取得－－申込者以外の情報の記入と自動付          
 帯サービスの問題点           
        
債権譲渡、債権流動化における第三者提供に対する    二村 浩一  消費者信用  23(1)  2005.1   (44～49) 
 同意取得の必要性 －債権譲渡一般は事前同意が          
 必要だが、流動化等           
        
金融機関の窓口からみた中小企業向け貸出、信用保    総合研究所  信用保険月報 48(1)  2005.1   (10～15) 
 証付貸出等の動向に関する調査結果の概要（２０          
 ０４年度下期見通し           
        
統合リスク管理 －地域金融機関に求められる「統    内 聖美ほか  リージョナルバンキ  2005.1   (22～33) 
 合リスク管理」を考える／「地域金融機関におけ    ング     55(1)     
 る統合リスク管理の           
        
第二地方銀行協会会員行の平成１６年度中間決算の    （社）第二地  リージョナルバンキ  2005.1   (34～41) 
 概要     方銀行協会企  ング     55(1)     
      画部        
        
産業スコープ：消費者金融－－頭痛い顧客伸び悩み    長崎 寿史  レーティング情報  2005.1   (22～28) 
 、多角化や提携の効果を注視            8(1)     
        
生体認証技術の最新動向と金融機関における活用     林 新一ほか  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
             (276)         (9～77) 
        
金融機関におけるＸＢＲＬ（拡張可能な財務報告用    山崎 保宏  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 のコンピュータ言語）の活用について            (276)        (78～94) 
        
損害保険会社における損害サービスシステムの最新    越山 一義  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 動向            (276)        (96～120) 
        
金融機関のリスク管理における証券化スキームの活    佐藤 博行  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 用            (276)       (122～145) 
        
本邦金融機関におけるオペリスク管理の高度化     大山 剛  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
             (276)       (200～210) 
        
ＩＳＭＳとＦＩＳＣ「安全対策基準」との関連／ウ    内藤 孝則   金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 イルスとは？また、ウイルスに対抗するためには        ほか         (276)       (212～244) 
 ？           
        
「金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲の拡大に    公正取引委員  金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
 伴う不公平な取引方法について」の概要     会経済取引局           (70～74) 
      調整課        
        
ペイオフが迫る地銀再編 －最新ブロック別地銀事    地銀取材班   エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (80～91) 
 情／地銀・第二地銀１１３行健全度－         ほか        
        
＜特集＞ 量的拡大に回帰する中小企業貸出       西田 宜正   金融財政事情 56(3)  2005.1.24  (12～24) 
 －みずほ銀行の中小企業戦略の新展開、他－         ほか        
        
主要行０４年９月期決算分析 －不良債権問題に決    溝渕 明ほか  金融財政事情 56(3)  2005.1.24  (26～31) 
 着、財務健全化にメドつける－－低調な資金利益          
 を手数料収入でカバ           
        
「可変保険料」導入で広がる銀行格差     大槻 奈那  エコノミスト 83(5)  2005.1.25  (38～39) 
        
地域金融機関にくすぶる「破綻」の火種     熊野 英生  エコノミスト 83(5)  2005.1.25  (40～41) 
        
金融コングロマリット：金融庁に乗じて、日興を飲    森岡 英樹  エコノミスト 83(5)  2005.1.25  (82～84) 
 むみずほグループの「深謀遠慮」           
        
＜特集＞ 個人情報保護法と金融機関経営 －管理    田邉 敏憲   金融ジャーナル  2005.2    (7～42) 
 体制の整備にとどまらずイノベーション模索の契        ほか         46(2)     
 機に、他－           
        
土地担保と土壌汚染リスク      姜 永根  金融ジャーナル  2005.2   (43～46) 
 －金融機関の対策を考える－            46(2)     
        
経営分析（２） －群馬銀行と常陽銀行（下）－－    渡辺 孝  金融ジャーナル  2005.2   (47～55) 
 常陽銀行：地元回帰で収益力強化を目指す－            46(2)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
地域金融機関は今：地域金融機関の役割とは何か     濱田 康行  金融ジャーナル  2005.2   (56～60) 
             46(2)     
        
「コングロマリット室」及び「国際監督室」の設置    金融庁監督局  金融ジャーナル  2005.2   (61～69) 
 について     参事官         46(2)     
        
消費者信用：クレジットカード業界「４強時代」の    秋葉 和男  金融ジャーナル  2005.2   (76～79) 
 到来            46(2)     
        
＜特集＞ ２００５年金融界の課題－－“真”金融    編集部  金融ジャーナル  2005.2   (83～91) 
 サービスの展開 －脱・不良債権時代“進化”す           46(2)     
 るサービス業、他－           
        
ランキング：郵貯の都道府県別実力度を探る     編集部  金融ジャーナル  2005.2  (123～131) 
             46(2)     
        
＜特集＞ ２００４年度９月期決算ランキング「勝    編集部 ほか  金融ビジネス (239)  2005.2    (8～51) 
 ち抜く銀行落伍する銀行」 －１位横浜、３位新          
 生の戦略解剖／他－           
        
アコム、プロミスは提携。アイフルは銀行買収？     浪川 攻  金融ビジネス (239)  2005.2   (56～58) 
 －消費者金融専業大手のそれぞれの道－           
        
一部外資に大増資迫る新積立ルールの衝撃     大西 富士男  金融ビジネス (239)  2005.2   (60～61) 
 －変額年金市場の成長に暗雲？－           
        
＜特集＞ 偏差値でみる２００４年９月期証券ラン    水落 隆博   金融ビジネス (239)  2005.2   (62～71) 
 キング「独走野村をネット勢が包囲」 －総合ラ        ほか        
 ンキング、他－           
        
生保決算（下）外資・損保系編：医療等成長市場に    大西 富士男  金融ビジネス (239)  2005.2   (74～77) 
 強み シェア３割へ勢力拡張           
        
転機迎えたサービサー業界 －不良債権供給細り買    北原 一功   レーティング情報  2005.2   (13～18) 
 い取り価格上昇、業務拡充などで生き残りへ－         ほか         8(2)     
        
産業スコープ：損害保険－－自動車保険など主力分    植村 信保  レーティング情報  2005.2   (29～33) 
 野の不振目立った中間決算            8(2)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
銀行の海外支店におけるナレッジマネジメント試論    今津 健  金融     (693)  2004.12   (22～31) 
 －英国での調査を踏まえて－           
        
米国の生命共済－フラターナル組合－の概要     松岡 博司  ニッセイ基礎研所報  2004.12.22 (76～105) 
             (35)     
        
変わりゆく世界の金融監督環境     エリザベス・  金融ジャーナル  2005.1   (36～45) 
      マッコール         46(1)     
        
動きだす中国のクレジットカード市場 －経済発展    岩崎 薫里  消費者信用  23(1)  2005.1   (50～54) 
 、オリンピック開催、外銀参入が追い風に－           
        
解説：知っておきたい消費者金融の判例（３３）     阪岡 誠  消費者信用  23(1)  2005.1   (71～73) 
 －リボ貸付の場合、１７条書面には返済期間、返          
 済回数の記載を要し           
        
ホットライン アジアの信用補完制度 －中小企業    ベネル・Ｐ・  信用保険月報 48(1)  2005.1   (16～21) 
 保証金融公社の信用保証制度について－－フィリ    ラグア        
 ピンの中小企業金融           
        
        
        
        
        
        

 20. その他サービス        

        

 (1) その他サービス一般        
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
自治体立病院の経営     伊関 友伸  公営企業   36(9)  2004.12   (14～25) 
        
        

 (2) 観光・レジャー        

        
外国人観光客に係る統計情報のあり方に関する研究    国土交通省国  国土交通政策研究  2004.11   (1～49) 
      土交通政策研         (38)     
      究所        
        
＜特集＞ 景観行政の新展開 －景観法の概要につ    国土交通省都  自治フォーラム  2004.12   (2～44) 
 いて／自治体景観行政の課題／自治体の新たな景    市計画課ほか         (543)     
 観行政への提言、他           
        
＜特集＞ 活発化する自治体の外国人観光客誘致     前島 雅彦   日経グローカル  2004.12.20  (8～24) 
 －－都道府県・政令市調査 －４割の２５自治体        ほか         (453)     
 が現地ＰＲ活動、知           
        
レジャービジネスの潮流（１０）     丁野 朗  調査月報（国民生活  2005.1   (32～33) 
 －次の革新が期待されるカラオケ業界－     金融公庫）  (525)     
        
２００４年の回顧と展望 進化と再編で変わる勢力    藤森 正敏  ホテル・旅館 42(1)  2005.1   (92～101) 
 バランス図 －経営再生のなかの業態分化／業態          
 勢力の変動、他－           
        
２００４年の全国開業ホテル              編集部  ホテル・旅館 42(1)  2005.1  (141～148) 
 －新規開業ホテルの傾向と市場の変化－           
        
Ｖｉｅｗ Ｐｏｉｎｔ（４５）     藤森 正敏  ホテル・旅館 42(1)  2005.1  (178～179) 
 －偽装表示と情報不開示－           
        
＜特集＞ レジャーマーケット潮流予測２００５     高橋 進ほか  レジャー産業資料  2005.1   (63～122) 
 －主要業界＆市場トレンドから読むキーファクタ           38(1)     
 ー－           
        
＜特集＞ プロジェクト総覧２００５ －日本橋三    編集部  レジャー産業資料  2005.1  (129～147) 
 井タワー（東京都中央区）／東京汐留ビルディン           38(1)     
 グ（東京都港区）他           
        
［中国・アジア圏］未知なる市場への新たな挑戦     吉田 もゆ子  レジャー産業資料  2005.1  (166～177) 
 －日本企業の中国進出における留意点と今後の方        ほか         38(1)     
 向性、他－           
        
＜特集＞ 愛・地球博 －２１世紀の実験フィール    中村 利雄   Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｂ  2005.1.7   (6～33) 
 ドとなる／愛・地球博へカウントダウン／上海万        ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ (9)     
 博への道、他－           
        
日本で開催された国際コンベンションの最新動向     中杉 元  Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｂ  2005.1.7  (44～49) 
 －独立行政法人国際観光振興機構「２００３年コ    ｕｓｉｎｅｓｓ (9)     
 ンベンション統計」           
        
２００５年のコンベンション動向 －全国のコンベ    編集部  Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｂ  2005.1.7  (50～64) 
 ンション・イベント情報／２００５年に開業する    ｕｓｉｎｅｓｓ (9)     
 主要ホテル、他－           
        
世界的投機家ソロス氏が出資－－イシン・ホテルズ    永宮 和美  エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (77～79) 
 の「日本買収」戦略           
        
映画業界の再編加速                  りん たいこ  エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (81～83) 
 －角川グループの映像への野望－           
        
＜特集＞ 暦と観光 －吹雪のなかの火祭り／「満    武田 正ほか  観光     (460)  2005.2    (8～38) 
 月ご飯」と不老長寿／暦を見直す、なぜ陰暦であ          
 るか。／他－           
        
＜特集＞ ２００４年の秀作リニューアル施設     編集部  ホテル・旅館 42(2)  2005.2   (10～55) 
 －ホテル客室・レストラン／旅館編－           
        
Ｖｉｅｗ Ｐｏｉｎｔ（４６）     藤森 正敏  ホテル・旅館 42(2)  2005.2  (142～143) 
 －快老学院大学の夢－           
        
        

 (3) 海外事情        
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅱ 国土開発篇        

        

 １. 全国総合開発        

        

 (1) 全国総合開発一般        

        
ＰＦＩの展開と契約に対する再交渉の可能性     手塚 広一郎  公営企業   36(9)  2004.12   (2～13) 
        
        

 (2) 分野別開発        

        
ＩＣカードを活用した都市交通におけるＣＲＭ戦略    国土交通省国  国土交通政策研究  2004.8    (1～70) 
 に関する調査研究Ⅲ －ＩＴを活用したマルチモ    土交通政策研         (37)     
 ーダルな交通環境家     究所        
        
＜特集＞ 交通調査とデータ解析技術の展望       羽藤 英二   交通工学   39(6)  2004.11   (1～43) 
 －調査とモデル：交通工学研究の今後、他－         ほか        
        
無信号交差点における出会い頭事故の分析     萩田 賢司   交通工学   39(6)  2004.11   (51～59) 
          ほか        
        
ＩＴＳ、セカンドステージへ －スマートなモビリ    国土交通省道  交通工学   39(6)  2004.11   (60～66) 
 ティ社会の実現－－スマートウェイ推進会議（提    路交通管理課        
 言）－           
        
ＥＴＣのさらなる普及に向けた政策     国土交通省有  交通工学   39(6)  2004.11   (67～73) 
      料道路課        
        
ロンドンのロードプライシング     科学警察研究  交通工学   39(6)  2004.11   (74～81) 
 －渋滞課金の導入結果と問題点－     所交通部交通        
      規制研究室        
        
ＥＴＣ（ノンストップ自動料金支払いシステム）の    国土交通省有  新都市   58(11)  2004.11   (92～96) 
 さらなる普及に向けた取組     料道路課        
        
道路統計調査の概要     国土交通省道  建設統計月報 (504)  2004.12   (10～29) 
      路局企画課        
        
自動車交通の話題を追って（３）            井原 健雄  自動車工業 38(12)  2004.12   (30～31) 
 －体系的交通安全教育の効果的推進－           
        
＜特集＞ コスト縮減の取組 －公共事業コスト構    国土交通省大  道路     (766)  2004.12   (7～36) 
 造改革の実施状況について／よりよい調達に向け    臣官房技術調        
 て、他－     査課  ほか        
        
＜特集＞ 交通研究－－明日への課題          竹内 健蔵   運輸と経済  65(1)  2005.1    (4～47) 
 －経済社会の変化とこれからの交通研究、他－         ほか        
        
２００４年第６３回日本交通学会シンポジウム     岡田 理樹  運輸と経済  65(1)  2005.1   (48～56) 
        
日本の土木を歩く －苫小牧港（２）－－着工前後    峯崎 淳  建設業界   54(1)  2005.1   (32～39) 
 ：政治と夢と情熱の時代－           
        
新しい国土計画と高速道整備     矢田 俊文  高速道路と自動車  2005.1   (19～24) 
             48(1)     
        
＜特集＞ 港湾の国際競争力の強化に向けて －国    杉山 武彦   国土交通   58(1)  2005.1   (11～35) 
 際競争力強化のための港湾政策／コンテナ船の大        ほか        
 型化の動向、他－           
        
道路ルネッサンス＜対談＞ －美・楽・和－     国土交通省道  道路     (767)  2005.1   (11～20) 
      路局  ほか        
        
初夢「ＥＴＣは時間製造器（タイムマシーン）」＜    太田 和博   道路     (767)  2005.1   (30～42) 
 鼎談＞         ほか        
        
「ものづくり王国」愛知の底力＜対談＞ －愛・地    愛知県知事   産業立地   44(1)  2005.1.1   (2～7) 
 球博の開催と中部国際空港のオープンを控えて－        ほか        
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ２. 都市開発        

        

 (1) 都市開発一般        

        
ユビキタス社会に対応した都市交通支援システムに    国土交通省国  国土交通政策研究  2004.11   (1～87) 
 関する研究Ⅰ －都市複合型携帯端末の開発－     土交通政策研         (39)     
      究所        
        
＜特集＞ 都市の活力と下水道 －都市の水環境の    田中 宏明   新都市   58(11)  2004.11   (11～54) 
 再生、創出に新たな役割が期待される下水道とそ        ほか        
 の課題／他－           
        
今後の下水道法制度の方向性 －下水道の役割・機    国土交通省下  新都市   58(11)  2004.11   (86～91) 
 能を最大限に発揮させるために－     水道部下水道        
      企画課        
        
景観形成とまちづくりの仕組み     大西 隆  ＲＰレビュー (15)  2004.12   (10～16) 
        
        

 (2) 都市問題        

        
＜特集＞ 都市計画が震災から学んだ教訓－－検証    石田 東生   都市計画   53(6)  2004.12.25  (4～76) 
 阪神・淡路大震災１０周年 －震災に備える社会        ほか        
 基盤整備のあり方他           
        
市街地価格指数について                内田 輝明   不動産研究 47(11)  2005.1.12  (39～43) 
 －２００４年９月末調査－                 
        
        

 (3) 海外事情        

        
イギリス都市開発レポート     国土交通省公  新都市   58(11)  2004.11   (55～64) 
      営住宅管理対        
      策官        
        
フランスの道路行政、最近の動き     加納 研之助  道路     (767)  2005.1   (49～58) 
 －パリゼ仏道路局長来日講演の機会に－           
        
        
        
        
        
        

 ３. 地域開発        

        

 (1) 地域開発一般        

        
動き始めたＰＰＰ型公有財産コンバージョン     佐藤 秀俊   ＤＢＪ Ｍｅｔｒｏ  2004.12   (1～33) 
 －廃校・公共施設の再生－         ほか  ｐｏｌｉｔａｎ Ｔ     
      ｏｐｉｃｓ     
        
地域人口の変動要因分析     太田 惠子  経済統計研究 32(3)  2004.12   (35～46) 
        
地方自治法施行令の一部改正に係る地方公営企業法    総務省公営企  公営企業   36(9)  2004.12   (26～42) 
 施行令及び地方公営企業法施行規則の一部改正に    業課        
 ついて －資金前渡           
        
分権改革と都道府県制のゆくえ     大森 彌  自治フォーラム  2004.12   (45～48) 
             (543)     
        
自治の課題への取組＜政策課題研究＞ －あなたの    佐藤 晃一   自治フォーラム  2004.12   (75～83) 
 まちの公設試お役に立ちます－－産業振興のため        ほか         (543)     
 の公設試験研究機関           
        
地方都市再生とは何か     伊藤 敏安  リサーチ中国  2004.12   (1～17) 
            55(665)     
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環境評価ツール（ＣＳＡ）を活用した、循環型地域    編集部  リサーチ中国  2004.12   (18～27) 
 づくりの可能性（２） －環境評価ツール（ＣＳ          55(665)     
 Ａ）の概要と特徴－           
        
＜特集＞ 商標を上手に使ってまちのにぎわい創出    菅野 由一  日経グローカル  2004.12.20 (25～33) 
 －祭り、地域ブランド、商店街の個性を「守り」           (453)     
 「育てる」 まちづ           
        
行政革新－－現場からの報告（４） －ＩＳＯ９０    市川 嘉一  日経グローカル  2004.12.20 (34～37) 
 ００システム（大阪府枚方市、群馬県太田市）：           (453)     
 自治体スリム化時代           
        
データでみる地域      松下 哲夫  日経グローカル  2004.12.20 (41～43) 
 －都道府県：情報インフラ整備度－            (453)     
        
スポーツで地域のパワーを呼び戻せ     浜田 昭八  日経グローカル  2004.12.20 (44～45) 
             (453)     
        
新潟県中越地震リポート（１） 「孤立した情報」    高橋 直子  ガバナンス  (45)  2005.1   (46～49) 
 －－伝えたかったこと、伝わらなかったこと－           
        
地域活性化のための知的財産スタートアップ講座（    政策研究大学  ガバナンス  (45)  2005.1   (84～85) 
 ９） －利用者から見た知財訴訟－     院大学知財プ        
      ロジェクト        
        
地域で支える（２１） －痴呆予防に欠かせない地    長岡 美代  ガバナンス  (45)  2005.1  (119～121) 
 域の力－－東京都世田谷区－           
        
地方自治の課題と将来     総務省自治財  自治研究   81(1)  2005.1    (3～36) 
      政局  ほか        
        
地方自治基礎概念の考証－－総合行政と全権限性     斎藤 誠  自治研究   81(1)  2005.1   (37～61) 
        
新しい「基礎自治体」像について（下）     総務省自治行  自治研究   81(1)  2005.1   (62～88) 
      政局行政体制        
      整備室        
        
＜特集＞ 地域力を探る －「地域力」とは何か？    伊藤 滋ほか  地域開発   (484)  2005.1    (1～56) 
 ／函館からトラストの試み／大正浪漫調のまちづ          
 くり、他－           
        
地域開発の課題を提起する－－「開発再考」３題噺    矢作 弘  地域開発   (484)  2005.1   (57～60) 
        
ニュー・パブリック・マネジメントと予算改革（１    田中 秀明  地方財務   (607)  2005.1  (121～133) 
 ５） －業績予算（５）－           
        
地域再生の条件（４）                 本間 義人  地方財務   (607)  2005.1  (134～149) 
 －自然と共生する地域をつくる－           
        
行政職３２０万人で行う「行政再生」（１０）      淡路 富男  地方財務   (607)  2005.1  (211～221) 
 －首長と職員で行う行政経営改革－           
        
構想「自治行政学」（４）     佐々木 信夫  地方財務   (607)  2005.1  (222～231) 
 －「自治」概念の再検討（１）－           
        
地域クラスター形成に向けた産学連携     河野 良治  調査月報（国民生活  2005.1   (38～43) 
      金融公庫）  (525)     
        
これからの地域経営－－課題とその処方箋（１）     片桐 寿幸  日経研月報  (319)  2005.1   (64～69) 
 －地域が抱える課題とその背景－           
        
＜特集＞ 地域資源の創出と経済振興 －バイオデ    松村 正利   産業立地   44(1)  2005.1.1   (8～44) 
 ィーゼルの戦略的利用／グリーンコミュニティの        ほか        
 設計、他－           
        
地域振興における大学の役割             松重 和美  産業立地   44(1)  2005.1.1  (45～50) 
 －京都大学での取り組み－           
        
国家持続へ避けられぬ「分権革命」－－民主党政調    編集部  日経グローカル  2005.1.3   (2～3) 
 会長 仙谷由人氏に聞く            (454)     
        
＜特集＞ 百花繚乱の地域通貨－－成功への条件を    若杉 敏也   日経グローカル  2005.1.3  (20～35) 
 探る －「公益性」「地域活性化」「助け合い」        ほか         (454)     
 がカギ イベントや           
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行政革新－－現場からの報告（５） －進化するＩ    川口 正剛  日経グローカル  2005.1.3  (36～38) 
 ＳＯ１４０００システム（東京都板橋区、仙台市           (454)     
 ）：庁舎内省エネに           
        
地域ブランドを創る（１０） －地域ＨＡＣＣＰを    二村 宏志  日経グローカル  2005.1.3  (42～45) 
 確立した「気仙沼ブランド」：スローフード宣言           (454)     
 と水産加工食品ブラ           
        
＜特集＞ 進むか公共施設運営の民間開放－－全国    市川 嘉一   日経グローカル  2005.1.17  (8～33) 
 都道府県・主要市調査「指定管理者制度の導入状        ほか         (455)     
 況」 －一部指定済           
        
行政革新－－現場からの報告（６） －進化する情    大塚 弘規  日経グローカル  2005.1.17  (38～41) 
 報公開制度：「情報公開」から「情報共有」の時           (455)     
 代へ 議員提案で開           
        
データでみる地域 －都道府県：児童生徒・教職員    井上 明彦  日経グローカル  2005.1.17  (50～53) 
 １人当たり義務教育費国庫負担金－            (455)     
        
全国自治体の環境活動マップ－－どの街がどんなア    編集部  地球環境   36(3)  2005.2   (66～81) 
 クション           
        
        

 (2) 地方別状況        

        
大阪経済の動き     編集部  おおさか経済の動き  2004.11 秋季 (4～7) 
             (448)     
        
大阪府景気観測調査結果（平成１６年７～９月期）    編集部  おおさか経済の動き  2004.11 秋季 (8～17) 
             (448)     
        
最近の消費動向（個別ヒアリング）（大阪府）     編集部  おおさか経済の動き  2004.11 秋季  
             (448)        (18～19) 
        
中小企業の動き（大阪府） －７～９月期概況／景    編集部 ほか  おおさか経済の動き  2004.11 秋季  
 況観測調査総括表／ヒアリング調査一覧表－            (448)        (20～37) 
        
平成１６年版 大阪経済・労働白書「企業家精神と    調査研究部  おおさか経済の動き  2004.11 秋季  
 地域産業イノベーション」            (448)        (38～40) 
        
この機に進める地域連携                山本 勝子  ＮＩＲＡ政策研究（  2004.12   (86～90) 
 －愛知万博開催と中部国際空港開港地域から－     月刊）   17(12)     
        
比内地鶏のブランド戦略     相沢 陽子  あきた経済  (307)  2004.12   (19～22) 
        
第２０回 秋田県消費動向調査     柴田 理恵  あきた経済  (307)  2004.12   (23～30) 
        
労働・賃金事情（１６年・冬）      佐藤 由深子  あきた経済  (307)  2004.12   (31～33) 
 －県内の若年者雇用対策－           
        
県内経済（秋田県 平成１６年１０月）      編集部  あきた経済  (307)  2004.12   (37～43) 
 －減速感が強まり、停滞に陥る恐れも－           
        
九州経済の成長と公共投資の地域配分     片岡 光彦  九州経済調査月報  2004.12   (15～24) 
            58(12)     
        
大阪産業の活性化を目指して…（２）     大阪府立産業  産業能率   (573)  2004.12    (2～6) 
 －新規株式公開企業の成長軌跡－     開発研究所        
        
保証の現場から      沖田 聡  信用保険月報  2004.12   (14～17) 
 －高知県：金融機関との連携と企業との対話－           47(12)     
        
がんばれ！地場産業 －“食”のブランド化による    木村 聡  信用保険月報  2004.12   (24～28) 
 地域振興を目指して－－八戸せんべい汁の挑戦－          47(12)     
        
県内景気の動き（宮城県 平成１６年１０月） －    編集部  調査月報（七十七銀  2004.12    (1～9) 
 全体として景気は、緩やかながらも持ち直しの動    行）     (564)     
 きとなっている－           
        
＜特集＞ 地域だより・関東 －「新山梨環状道路    山梨県道路整  道路     (766)  2004.12   (46～53) 
 ・南部区間」の取組／環境舗装フィールド実験の    備課  ほか        
 取組、他－           
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（最初のページ～最後のページ） 
        
都道府県だより     編集部  都道府県展望 (555)  2004.12   (8～29) 
        
中国地方の景気動向（２００４年第Ⅲ四半期）     林 亜有子  リサーチ中国  2004.12   (28～31) 
            55(665)     
        
景気ウォッチャー調査（２００４年１１月）     編集部  リサーチ中国  2004.12   (32～53) 
            55(665)     
        
中国地方の主要経済指標     編集部  リサーチ中国  2004.12   (54～77) 
            55(665)     
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    岩崎 樹生  日経グローカル  2004.12.20 (38～40) 
 黒須隆一・東京都八王子市長：ベッドタウン型経           (453)     
 済から脱却し、職住           
        
千葉県財政の現状と今後の見通し     礒田 好彦  ちば経済季報 (59)  2004.12.20 冬季  
                (1～17) 
        
千葉県経済の動き －中小企業動向を中心に－     編集部  ちば経済季報 (59)  2004.12.20 冬季  
               (18～22) 
        
千葉県企業経営動向調査（２００４年７～９月期）    編集部  ちば経済季報 (59)  2004.12.20 冬季  
               (23～35) 
        
中部経済産業局管内の最近の経済動向（１２月）＜    経済産業調査  経済産業公報  2004.12.24 (17～18) 
 中部経済産業局＞     会        (15668)     
        
最近の九州経済（１２月）＜九州経済産業局＞     経済産業調査  経済産業公報  2004.12.27 (23～24) 
      会        (15669)     
        
北海道経済産業局管内経済概況（１２月）＜北海道    経済産業調査  経済産業公報  2004.12.28 (10～12) 
 経済産業局＞     会        (15670)     
        
万博を支えるＩＴ                   （財）２００  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.1   (20～25) 
 －２００５年日本国際博覧会（愛・地球博）－     ５年日本国際  ＮＡＬ    45(1)     
      博覧会協会        
        
県内経済（秋田県 平成１６年１１月）     編集部  あきた経済  (308)  2005.1   (33～39) 
 －持ち直しの状況だが、懸念材料も見られる－           
        
「挑戦」自治体 －市民協働を理念にした行政改革    安藤 裕  ガバナンス  (45)  2005.1   (90～93) 
 で意欲的な事業展開－－埼玉県坂戸市－           
        
阪神・淡路大震災から１０年を迎えて     神戸市役所建  高速道路と自動車  2005.1   (52～57) 
      設局         48(1)     
        
東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）の整備    国土交通省関  高速道路と自動車  2005.1   (58～61) 
 について     東地方整備局         48(1)     
      道路部        
        
北海道における高速道路の役割について     北海道におけ  高速道路と自動車  2005.1   (62～68) 
      る高速道路の         48(1)     
      役割と整備効        
        
平成１６年新潟県中越地震に伴う高速道路の被災状    日本道路公団  高速道路と自動車  2005.1   (69～76) 
 況及び復旧概要     保全交通部         48(1)     
        
保証の現場から －岐阜県：こころ新たに－     渡会 吉文  信用保険月報 48(1)  2005.1   (24～27) 
        
県内景気の動き（宮城県 平成１６年１１月） －    編集部  調査月報（七十七銀  2005.1    (2～10) 
 全体として景気は、持ち直しの動きが鈍化してき    行）     (565)     
 ている－           
        
＜特集＞ 地域だより・近畿 －但馬北部地域の災    兵庫県但馬県  道路     (767)  2005.1   (66～74) 
 害復旧レポート／国道４２号有田～海南間渋滞緩    民局  ほか        
 和実験、他－           
        
＜特集＞ 阪神・淡路大震災から１０年－－何を教    田村 明ほか  都市問題   96(1)  2005.1   (49～90) 
 え、何を変えたのか －震災に対応する都市構造          
 の課題、他－           
        
都道府県だより     編集部  都道府県展望 (556)  2005.1   (26～47) 
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
顧客の期待に応え急成長する地方港     高岡 洋  日経研月報  (319)  2005.1   (22～26) 
 －「日本一の地方港」を目指して－           
        
産業集積マップから考える広島の製造業     松尾 一平  日経研月報  (319)  2005.1   (61～63) 
        
＜特集＞ 阪神・淡路大震災１０年 －大震災が投    新野 幸次郎  都市政策   (118)  2005.1.1  (3～102) 
 げかけた課題／阪神・淡路大震災から学んだこと        ほか        
 、他－           
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    平沼 隆志  日経グローカル  2005.1.3  (39～41) 
 鈴木俊美・栃木県大平町長：「達成感」を住民参           (454)     
 加の原動力に－           
        
東北経済産業局管内の経済動向（１２月）＜東北経    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.6  (15～16) 
 済産業局＞     会        (15672)     
        
近畿経済産業局管内経済動向（１０月指標を中心と    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.7   (9～10) 
 して）＜近畿経済産業局＞     会        (15673)     
        
中国経済産業局管内経済動向（１２月）＜中国経済    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.11  (10～11) 
 産業局＞     会        (15674)     
        
関東経済産業局管内の経済動向（平成１６年１０月    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.12  (17～19) 
 を中心に）＜関東経済産業局＞     会        (15675)     
        
＜特集＞ 回復・回帰（神戸） －阪神大震災の復    小林 郁雄   不動産研究 47(11)  2005.1.12  (5～31) 
 興から何を被災地は学んだか、他－         ほか        
        
四国経済産業局管内の経済動向（１０月分）＜四国    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.13  (13～15) 
 経済産業局＞     会        (15676)     
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    小西 順  日経グローカル  2005.1.17  (42～44) 
 中村時広・松山市長：「坂の上の雲」をテーマに           (455)     
 まちづくり、地方の           
        
阪神大震災１０年 －神戸を歩く：被災者のいない    和田 芳隆   エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (84～91) 
 復興／神戸が教えてくれた「人口減少社会」の深        ほか        
 刻、他－           
        
快走続ける名古屋圏経済                市原 正幸  世界週報   86(2)  2005.1.18   (6～9) 
 －「着実」と「飛躍」を両立－           
        
近畿経済産業局管内経済動向（１１月指標を中心と    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.26  (10～11) 
 して）＜近畿経済産業局＞     会        (15685)     
        
        

 (3) 産業立地        

        

 (4) 海外事情        

        
＜特集＞ 電子政府・電子自治体の新潮流－－韓国    松下 哲夫  日経グローカル  2005.1.3   (8～19) 
 に見る（上） －住民サービスのオンライン化と           (454)     
 政策決定への住民参           
        
＜特集＞ 電子政府・電子自治体の新潮流－－韓国    松下 哲夫   日経グローカル  2005.1.17  (34～37) 
 に見る（中） －ＩＴ産業に経済成長の牽引役を        ほか         (455)     
 期待 公的機関の調           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅲ 経 済 篇        

        

 １. 日本経済        

        

 (1) 日本経済一般        

        
２００５年 日本経済はどう展開する！ －バラン    リチャード・  金融財政事情 56(1)  2004.1.3 合併  
 スシート不況は最終局面に／実質成長率は０．５    クー  ほか            (8～17) 
 ％、長期上昇下での           
        
＜特集＞ マクロ経済政策の争点 －ドル基軸体制    竹森 俊平   ＥＣＯ－ＦＯＲＵＭ  2004.11.30  (2～48) 
 と為替介入／国債と公的債務管理／景気対策・年        ほか         23(1)     
 金改革と消費税、他           
        
２００５年の内外経済展望     四宮 隆文  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2004.12    (4～9) 
      ＮＡＬ   44(12)     
        
＜特集＞ 超高齢化時代の医療・介護制度 －介護    田近 栄治   ＥＳＰ    (392)  2004.12   (2～45) 
 保険改革：財政の視点から／老人保険制度と医療        ほか        
 費自己負担率、他－           
        
中国、米国向け輸出の動向と日本経済に与える影響    経済産業省経  経済統計研究 32(3)  2004.12   (19～33) 
      済産業政策局        
      調査課        
        
＜特集＞ ２００５年の経済展望 －キーワードで    相良 隼二   地銀協月報  (534)  2004.12   (23～37) 
 探る２００５年の産業・市場動向、他－         ほか        
        
内外経済見通し     経済調査グル  調査月報（東京三菱  2004.12   (1～64) 
      ープ  銀行）    (105)     
        
日本経済の技術進歩率計測の試み：「修正ソロー残    川本 卓司  金融研究   23(4)  2004.12.20  
 差」は失われた１０年について何を語るか？             (147～186) 
        
１２月の月例経済報告＜内閣府＞ －景気は、一部    経済産業調査  経済産業公報  2004.12.28  (1～6) 
 に弱い動きがみられ、このところ回復が緩やかな    会        (15670)     
 になっている。－           
        
＜特集＞ ＩＴ化進展の検証・展望 －日本経済の    峰滝 和典   ＥＳＰ    (393)  2005.1    (5～49) 
 情報化と生産性及び生産性向上に向けた企業組織        ほか        
 のあり方、他－           
        
「構造改革評価報告書３」について     内閣府  ＥＳＰ    (393)  2005.1   (71～75) 
        
平成１６年７～９月期のＱＥ（四半期別ＧＤＰ速報    内閣府経済社  ＥＳＰ    (393)  2005.1   (82～85) 
 ）の動向     会総合研究所        
        
日本経済の中期展望（２００５～２００９年度）     調査部  Ｊａｐａｎ Ｒｅｓ  2005.1   (31～61) 
      ｅａｒｃｈ Ｒｅｖ     
      ｉｅｗ    15(1)     
        
統計・白書を読む：個人対象 景気認識定性分析諸    統計・白書分  金融ジャーナル  2005.1   (48～51) 
 調査 －先行きの景気への不安感は強い 急低下    析研究会         46(1)     
 している景況感－           
        
転機を迎える新年経済     編集部  経済の進路  (514)  2005.1    (1～2) 
        
新年日本経済の展望     編集部  経済の進路  (514)  2005.1    (3～6) 
        
転落の歴史にみる“今”      埼玉県副知事  日経研月報  (319)  2005.1    (4～10) 
 －これからの１０年を見据え持つべき時代認識－          
        
景気循環を語る（２）     飯塚 信夫  日経研月報  (319)  2005.1   (32～37) 
 －なお「輸出主導」脱せない、日本の景気－           
        
景気ウォッチャー調査     編集部  日経研月報  (319)  2005.1   (70～85) 
 －平成１６年１１月調査結果の概要－           
        
経済・産業メモ     編集部  日経研月報  (319)  2005.1   (86～105) 
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
２００５年度経済見通し －減速から景気後退へ－    櫨 浩一  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.1    (2～9) 
      ＰＯＲＴ   (94)     
        
調整を経て新しい成長に向かう２００５年のわが国    編集部  マンスリー・レビュ  2005.1    (2～3) 
 経済     ー     
        
２００５年の経済・産業動向＜対談＞     宮田 一平   みずほリサーチ  2005.1    (1～5) 
 －経済の転換点に企業経営者は何をすべきか－         ほか        
        
拡大基調を維持する日本経済      武田 淳  みずほリサーチ  2005.1    (6～9) 
 －景気の減速は一時的なスピード調整－           
        
２００５年の経済展望     賀来 景英  リージョナルバンキ  2005.1    (8～11) 
      ング     55(1)     
        
中期経済予測２００５－２０１０      西澤 隆ほか  財界観測   68(1)  2005.1.1   (4～45) 
 －人口減少で変化する日本経済と個人金融資産－          
        
平成１７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.6   (1～4) 
 態度 －平成１７年度の成長率 実質１．６％程    会        (15672)     
 度－           
        
日本経済改造論（４） －１９９０年代の金融危機    野口 悠紀雄  東洋経済  (5933)  2005.1.8  (92～96) 
 を検証する－－バランスシート不況説は本当に正          
 しいのか－           
        
主要１８シンクタンク・金融機関の０５年度予測     友田 道郎  エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (76～78) 
 －－メーンシナリオは「０５年度後半に再び成長          
 軌道」           
        
１１月の景気動向指数＜内閣府経済社会総合研究所    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.17  (10～11) 
 ＞ －一致指数４４．４％－     会        (15678)     
        
＜特集＞ “還暦”日本経済の実力 －戦後６０年    森永 卓郎   エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (16～33) 
 の「風景」とは／短中長期で予測する／パワーは        ほか        
 落ちたのか－           
        
１１月の家計調査報告＜総務省＞ －全世帯の実質    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.20   (1～2) 
 消費支出 前年同月比１．３％減－     会        (15681)     
        
統計・白書を読む：財務省統計 本邦対外純資産残    統計・白書分  金融ジャーナル  2005.2   (72～75) 
 高など －対外純資産、２００兆円目前に銀行部    析研究会         46(2)     
 門は縮小、その他民           
        
＜特集＞ ２００５年度経済予測 景気後退期？     加藤 千明   東洋経済統計月報  2005.2   (10～23) 
 －足踏みする景気、認識は真っ二つに－         ほか         65(2)     
        
拡大する地域回復力格差 －主要指標でみる都道府    編集部  東洋経済統計月報  2005.2   (24～31) 
 県別景気動向－－雇用が大幅に増加した御三家は           65(2)     
 愛知、栃木、群馬－           
        
＜特集＞ ２００５日本経済が見える物価大予測     白川 浩道   エコノミスト 83(6)  2005.2.1  (16～81) 
 －全３６項目 モノから素材、サービスまで－         ほか        
        
        

 (2) 経済政策        

        
政策過程における政策情報の役割と課題 －「政策    編集部   ＥＳＰ    (392)  2004.12   (48～52) 
 情報の流通と管理に関する新たな政策展開」シリ          
 ーズを始めるにあた           
        
政策情報の流通と管理に関する新たな政策展開（１    小川 千代子  ＥＳＰ    (392)  2004.12   (53～57) 
 ） －日本に文書基本法と記録管理院の実現を－          
        
インフレ・ターゲティングの論点（２）      内閣府大臣官  ＥＳＰ    (392)  2004.12   (58～67) 
 －米国はインフレターゲットをしているか－     房企画調整課        
        
政策情報の流通と管理に関する新たな政策展開（２    小池 洋次  ＥＳＰ    (393)  2005.1   (56～59) 
 ） －政策形成におけるシンクタンクの役割と日          
 本における可能性－           
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第３１回日本経済中期予測（２００４－２０１５年    河越 正明  日本経済研究センタ  2005.1   (20～24) 
 度） －日本経済活性化への課題－－「デフレ後    ー会報    (927)     
 」とグローバル化へ           
        
        

 (3) 財  政        

        
＜特集＞ 国庫収支     財務総合政策  財政金融統計月報  2004.11   (1～81) 
      研究所         (631)     
        
財政危機の時代に求められる予算編成手法の改革（    小西 砂千夫  自治フォーラム  2004.12   (49～57) 
 ８） －五つ星の区役所における予算編成：東京           (543)     
 都杉並区－           
        
地方財政の課題と展望     神野 直彦  自治フォーラム  2004.12   (60～70) 
             (543)     
        
「財務を巡る諸問題に関する研究会」報告書につい    財務総合研究  ファイナンス 40(9)  2004.12   (26～32) 
 て     所研究部        
        
所得再分配効果から見た個人所得課税の推移 －１    石川 達哉  ニッセイ基礎研所報  2004.12.22  
 ９８４～２００３年の標準世帯における年間収入           (35)       (106～127) 
 階級別データに基づ           
        
建物に対する固定資産税評価の実態（１）        大柿 晏巳   ニッセイ基礎研所報  2004.12.22  
 －なぜ建物課税への負担感は拡大しているのか－        ほか         (35)       (128～159) 
        
「地方公共団体の会計基準形成に当たっての考え方    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1  (111～114) 
 」について     士協会  ル      17(1)     
        
「新日米租税条約のポイントと実務上の課題」の公    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1  (139～152) 
 表について     士協会  ル      17(1)     
        
＜特集＞ せめぎ合う「三位一体改革」 －分権改    鳥取県知事   ガバナンス  (45)  2005.1   (19～45) 
 革に新たな地平は拓けるか／「谷垣プラン」実施        ほか        
 ならこうなる！、他           
        
社会保障改革の方向     貝塚 啓明  金融     (694)  2005.1    (9～12) 
        
成果主義的な行財政制度の構築に向けた試論（５・    木村 琢麿  自治研究   81(1)  2005.1  (112～129) 
 完）－－複数年度型予算会計・補助金・定員管理          
        
地方交付税制度５０年                 小西 砂千夫  地方財務   (607)  2005.1    (1～42) 
 －三位一体改革とその先の分権へ－         ほか        
        
＜特集＞ 三位一体の改革を考える －三位一体改    金井 利之   都道府県展望 (556)  2005.1    (7～23) 
 革と地方財政体制の行方／分権改革のセカンド・        ほか        
 ステージ、他－           
        
平成１７年度税制改正 タックスヘイブン対策税制    （社）日本貿  日本貿易会月報  2005.1   (33～36) 
 の見直しについて     易会企画グル         (621)     
      ープ        
        
「運営の自主性」という名の独立行政法人の“暴走    北沢 栄  エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (34～35) 
 ”           
        
追跡！郵政民営化（５） －論議の火種は今年に持    町田 徹  金融ビジネス (239)  2005.2  (110～113) 
 ち越された－－矛盾だらけの注文書を突きつけた          
 自民党執行部－           
        
        

 (4) 設備投資動向        

        
主要調査機関による民間設備投資調査結果     国土交通省建  建設統計月報 (504)  2004.12   (36～40) 
      設調査統計課        
        
        

 (5) 貿易・国際収支        

        
＜特集＞ 関税     財務総合政策  財政金融統計月報  2004.10   (1～131) 
      研究所         (630)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
日米通関事情の対比（３）               平野 拓也  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2004.12   (4～10) 
 －不可避の税関近代化法－      Ａｇｅ   (449)     
        
外為案件における管理者の与信判断の基礎（９０）    渡辺 顕一郎  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (63～69) 
      ｃｅ    34(12)     
        
中古車輸出の動向と展望     徳田 一憲  九州経済調査月報  2004.12   (3～11) 
            58(12)     
        
外為案件における管理者の与信判断の基礎（９１）    渡辺 顕一郎  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (63～69) 
      ｃｅ     35(1)     
        
国内規制と通商自由化の調和の必要性     大坪 護  貿易と関税  53(1)  2005.1   (28～33) 
 －保険分野の自由化の観点から－           
        
国論二分する米国産牛肉輸入再開問題の行方     石堂 徹生  世界週報   86(3)  2005.1.25  (36～40) 
 －迷走する“科学的根拠論争”－           
        
        

 (6) 対外経済関係        

        
我が国のＯＤＡと国際的な援助潮流（前編）     財務省国際局  ファイナンス  2005.1    (2～39) 
 －特に国際金融の視点から－     総務課        40(10)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 通貨・金融        

        

 (1) 通貨・金融一般        

        
銀行等による保険窓販の全面解禁に向けたルール策    金融庁総務企  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (6～18) 
 定について     画局企画課  ｃｅ    34(12)     
        
竹中金融行政仮決算     中井 省  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (22～27) 
      ｃｅ    34(12)     
        
２００５年度の内外経済金融の展望     渡部 喜智   農林金融   58(1)  2005.1    (2～16) 
 －減速だが、本格不況入りは想定せず－         ほか        
        
金融庁「ガイドライン及び実務指針（案）」とＦＩ    監査安全部  金融情報システム  2005.1.1 冬季 (4～8) 
 ＳＣ「安全対策基準」            (276)     
        
活力ある金融システムへ、金融改革プログラム公表    前川 裕志   金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (12～19) 
 ／資料：金融改革プログラム－－金融サービス立        ほか        
 国への挑戦           
        
預金保険機構 永田俊一理事長に聞く          前田 裕志  金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (32～35) 
 －ペイオフ解禁拡大で預保制度も平時モードに－          
        
クレジット市場の活性化に向けた日本銀行の取組み    中曽 宏  金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (36～40) 
 －資産担保保証券の買入れ、証券化市場フォーラ          
 ムの中間評価－           
        
長引く量的緩和で「資産バブルが」が起きる     佐藤 ゆかり  エコノミスト 83(4)  2005.1.18  (39～41) 
        
強権化した金融庁－－検証「金融再生プログラム」    溝口 憲次郎  エコノミスト 83(6)  2005.2.1  (83～91) 
 －検査局の突出 監督局の沈黙／五味廣文金融庁        ほか        
 長官インタビュー他           
        
        

 (2) 証券市場        

        
国債市場特別参加者制度について     財務省国債業  ファイナンス 40(9)  2004.12    (2～6) 
      務課        
        
日本企業のストック・オプション     吉川 満  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1    (6～9) 
      ル      17(1)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
地方債流通の新たな展開に向けて（１）     宮沢 尚史  地方財務   (607)  2005.1   (43～60) 
        
財投機関債と地方債の行方     丹羽 由夏  農林金融   58(1)  2005.1   (28～39) 
        
格付けの視点：財投機関債 －独立行政法人への移    今川 玄ほか  レーティング情報  2005.1   (13～21) 
 行で政策上の重要性を再確認－－緑資源機構、水           8(1)     
 資源機構を格上げ、           
        
ノンバンクの証券化－－調達手段のひとつとして定    長崎 寿史   レーティング情報  2005.1   (48～56) 
 着 －リース、信販、消費者金融対象に目的など        ほか         8(1)     
 をヒアリング調査－           
        
導入２０年を迎えた日本の格付け     平井 直樹  財界観測   68(1)  2005.1.1  (46～81) 
        
        

 (3) 国際通貨金融        

        
＜特集＞ 第１１回国際コンファランス「変容する    ベネット・Ｔ  金融研究   23(4)  2004.12.20 (1～145) 
 経済・社会・国際環境の下での持続的経済成長へ    ・マッカラム        
 の挑戦」         ほか        
        
＜特集＞ ２００５通貨動乱 －アメリカの本音／    水野 隆徳   エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (16～35) 
 超円高に備える／ドル暴落の必然／人民元切り上        ほか        
 げ－           
        
緊急円高調査の結果について＜経済産業省＞     経済産業調査  経済産業公報  2005.1.11  (8～10) 
      会        (15674)     
        
プラザ合意２０年－－そしていま －２００５年、    大場 智満   金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (20～31) 
 逆プラザ合意の条件はあるか／プラザに始まった        ほか        
 光と影の長い遍歴－           
        
        

 (4) 海外事情        

        
世界各国の金融経済情勢を読む（２２）         藤川 鉄馬  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (56～62) 
 －汚職と腐敗は社会構造に根を持つ－     ｃｅ    34(12)     
        
アジア債券市場育成イニシアティブについて     財務省国際局  ファイナンス 40(9)  2004.12   (7～11) 
      調査課        
        
世界各国の金融経済情勢を読む（２３）     藤川 鉄馬  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (52～62) 
 －腐敗は執拗で悪循環に縛られる－     ｃｅ     35(1)     
        
ストラクチャードファイナンス：韓国の証券化市場    広瀬 智之  レーティング情報  2005.2   (53～56) 
 は踊り場に －カードローンＡＢＳが落ち込み、           8(2)     
 期待のＲＭＢＳ発行           
        
        
        
        
        
        

 ３. 海外経済        

        

 (1) 世界経済一般        

        
「世界経済の潮流」２００４年秋号より－－競争力    内閣府  ＥＳＰ    (393)  2005.1   (60～70) 
 の源泉としてのクラスター／クラスターの発展に          
 資する制度設計、他           
        
＜特集＞ ２００５年の世界と日本を読む －アメ    小室 豊允   Ｉｎｔ’ｌｅｃｏｗ  2005.1    (6～20) 
 リカ・ブッシュ大統領の再選をうけて＜鼎談＞－        ほか  ｋ－国際経済労働研     
      究      60(1)     
        
新年国際情勢の展望     編集部  経済の進路  (514)  2005.1    (7～9) 
        
最近の経済統合の拡大と世界経済の動向     淺見 正義  産業能率   (574)  2005.1    (8～12) 
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ ２００５年 世界のビジネス環境を展望    椎野 幸平   ジェトロセンサー  2005.1    (6～52) 
 する －世界経済は緩やかに減速／成長の減速見        ほか        55(650)     
 込むアジア経済、他           
        
商社ワシントン事務所長が占う米大統領選後の世界    多田 幸雄   日本貿易会月報  2005.1   (14～27) 
 情勢＜座談会＞         ほか         (621)     
        
ＦＴＡとＥＰＡについて     伊藤 元重  貿易と関税  53(1)  2005.1    (4～11) 
        
ＷＴＯ新ラウンド－－その論点と展望（１７）     財務省関税局  貿易と関税  53(1)  2005.1   (12～17) 
 －ＷＴＯ繊維協定の終了－     世界貿易機関        
      専門官        
        
ＷＴＯ体制下のアンチダンピング制度（２３） －    中川 淳司  貿易と関税  53(1)  2005.1   (20～27) 
 中国のアンチダンピング法制とその運用（下）－          
        
＜特集＞ 資源争奪 －すべてを呑み込む巨大中国    金山 隆一   エコノミスト 83(5)  2005.1.25  (18～37) 
 寡占化するメジャーの実体／資源別「市場と再編        ほか        
 」、他－           
        
物価ウオッチング －コペンハーゲン／ストックホ    大日 あけみ  ジェトロセンサー  2005.2   (36～39) 
 ルム／ヘルシンキ－         ほか        55(651)     
        
世界：ＡＤ（アンチダンピング）措置への対策は引    牧野 直史  ジェトロセンサー  2005.2   (44～45) 
 き続き重要           55(651)     
        
Ｇｌｏｂａｌ ａｇｉｎｇ ： Ｉｔ’ｓ ｎｏｔ ｊｕｓｔ  Ｅｎｇａｒｄｉｏ，  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.31  (40～51) 
 Ｅｕｒｏｐｅ－Ｃｈｉｎａ ａｎｄ ｏｔｈｅｒ        Ｐｅｔｅ    ほか ＷＥＥＫ     
 ｅｍｅｒｇｉｎｇ－ｍａｒｋｅｔ ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ…           (3902)     
        
Ｇｌｏｂａｌ ｅｃｏｎｏｍｙ ： Ｉｎ ｓｅａｒｃｈ ｏｆ  Ｇｕｍｂｅｌ，    ＴＩＭＥ  2005.1.31  (42～51) 
 Ｄａｖｏｓ ｍａｎ ／ Ｔｈｅ ｎｅｗ ｉｄｅａｓ     Ｐｅｔｅｒ   ほか       165(4)     
 ｌａｂｓ           
        
        

 (2) アジア地域        

        
珠江デルタのロジスティクス戦略     三浦 良雄  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2004.12   (11～15) 
 －トヨタ進出で俄然ホットに－      Ａｇｅ   (449)     
        
中国経済の新たな発展に向けて     王 夢奎  Ｊａｐａｎ Ｒｅｓ  2004.12   (75～82) 
 －工業化・都市化・市場化への処方箋－     ｅａｒｃｈ Ｒｅｖ     
      ｉｅｗ   14(12)     
        
図們江開発地域の現地視察報告     篠塚 保ほか  ＮＩＲＡ政策研究（  2004.12   (65～73) 
      月刊）   17(12)     
        
世界経済の一極としてのダイナミックな北東アジア    李 鋼哲  ＮＩＲＡ政策研究（  2004.12   (74～79) 
 地域 －「協力」から「統合」へのパラダイム転    月刊）   17(12)     
 換（１）－           
        
＜特集＞ 中国問題 －中国経済の諸問題に見る水    大西 義久   証券アナリストジャ  2004.12  (63～144) 
 準評価／中国の社債市場と格付け会社、他－         ほか  ーナル   42(12)     
        
制度革新と産業進歩 －中国・天津における自転車    謝 思全  商工金融  54(12)  2004.12   (52～62) 
 産業の発展と再編を事例として－           
        
＜特集＞ 発展途上国と知的財産権－－経済学的ア    木村 福成   アジア経済  2004.12 合併  
 プローチ －知的財産権保護に関する国際的政策        ほか       45(11*12)        (2～146) 
 規律、他－           
        
東アジア新興市場諸国の外貨準備保有高について     大谷 聡ほか  金融研究   23(4)  2004.12.20  
              (187～215) 
        
ソブリンレポート：タイの銀行部門再建は成功する    入村 隆秀  ＪＣＲ格付け (167)  2005.1   (35～41) 
 か －国営銀行不良債権急増の背景を探る－           
        
中国市場（後編） －ライフスタイルの多様化が始    前田 敏文  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (38～41) 
 まっている－－１０年間の消費データに見る中国    レビュー   11(1)     
 市場の変貌－           
        
南アジアにおけるマイノリティと難民      佐藤 宏  アジア経済  46(1)  2005.1    (2～34) 
 －国民国家形成期における東西ベンガル－           
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中国の為替制度の変化が物流に与える影響     市川 寛  運輸と経済  65(1)  2005.1   (64～72) 
        
産構審国際資源循環ＷＧ報告書について －「持続    経済産業省リ  経済産業ジャーナル  2005.1   (28～31) 
 可能なアジア循環型経済社会圏」構築に向けた取    サイクル推進         38(1)     
 組－     課        
        
ＷＴＯ加盟から３年が経過した中国     編集部  経済の進路  (514)  2005.1   (16～19) 
        
東アジアにおける地域統合の将来     川勝 平太  ジェトロセンサー  2005.1    (4～5) 
            55(650)     
        
ＡＳＥＡＮ４と中国の新しい関係     編集部  マンスリー・レビュ  2005.1   (12～13) 
      ー     
        
最近の中国経済と日本企業の進出動向     菅野 真一郎  リージョナルバンキ  2005.1   (12～20) 
      ング     55(1)     
        
韓国の中小企業金融支援における公的信用保証制度    尹 敏鎬  国際金融  (1138)  2005.1.1  (30～36) 
 の現状           
        
中国経済の減速と台湾経済へのインパクト     伊藤 信悟  国際金融  (1138)  2005.1.1  (46～51) 
        
「人民元切り上げ」に苦悩する中国政府－－焦点は    福田 恵介   東洋経済  (5934)  2005.1.15  (80～84) 
 「いつやるか」「どうやるか」         ほか        
        
短期的インフレ圧力と成長維持の「両難」に直面す    細川 美穂子  金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (41～45) 
 る中国経済 －金融システムは大手二行への資本          
 注入で一応、安定化           
        
北朝鮮の経済体制移行と国際経済支援     河合 正弘  経済セミナー (601)  2005.2   (32～38) 
        
＜特集＞ 環渤海 中国第３の経済圏 －台頭する    江原 規由   ジェトロセンサー  2005.2    (8～23) 
 環渤海経済圏／各省市の協調による分業体制を、        ほか        55(651)     
 他－           
        
中国：特別経済地区「保税物流園区」が始動     高田 篤史  ジェトロセンサー  2005.2   (56～57) 
            55(651)     
        
Ａｓｉａ ｉｓ ｓｔｅｍ ｃｅｌｌ ｃｅｎｔｒａｌ ：  Ｅｉｎｈｏｒｎ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.10 合併  
 Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ ａｎｄ ｏｔｈｅｒｓ ａｒｅ      Ｂｒｕｃｅ   ほか ＷＥＥＫ        (26～27) 
 ｒａｃｉｎｇ ｔｏ ｇｒａｂ ｔｈｅ ｌｅａｄ …           (3899)     
        
Ｋｏｒｅａ’ｓ ＬＧ ： Ｗｉｌｌ ｉｔ ｂｅ ｔｈｅ   Ｉｈｌｗａｎ，    ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.24  (46～51) 
 ｎｅｘｔ Ｓａｍｓｕｎｇ？   Ｍｏｏｎ    ほか ＷＥＥＫ     
            (3901)     
        
Ｃｈｉｎａ’ｓ ｇｏｉｎｇ－ｏｕｔ ｐａｒｔｙ ：   Ｆｏｒｎｅｙ，    ＴＩＭＥ  2005.1.24  (29～29) 
 Ｂｅｉｊｉｎｇ ｉｓ ｐｕｓｈｉｎｇ Ｃｈｉｎｅｓｅ  Ｍａｔｔｈｅｗ        165(3)     
 ｆｉｒｍｓ ｔｏ ｅｓｔａｂｌｉｓｈ ａ …           
        
Ｔｒｏｕｂｌｅ ｏｎ ｔｈｅ ｌｉｎｅ ： Ｃｈｉｎａ’ｓ  Ｇｏｕｇｈ，Ｎｅｉｌ ＴＩＭＥ  2005.1.31  (38～39) 
 ｌｏｗ－ｐａｉｄ ｌａｂｏｒｅｒｓ ｈａｖｅ                 165(4)     
 ｂｅｃｏｍｅ ａ ｃｏｍｍｏｄｉｔｙ． Ｂｕｔ …           
        
        

 (3) 中近東地域        

        

 (4) 西欧地域        

        
ユーロ時代のフランス経済（１９）     栗原 毅  ファイナンス 40(9)  2004.12   (66～86) 
 －経済通貨統合下の経済政策の枠組みと運営－           
        
欧州諸国における地方財源保障のあり方（１）     総務省  地方財務   (607)  2005.1   (79～96) 
 －ドイツ－           
        
ユーロ時代のフランス経済（２０・最終回）     栗原 毅  ファイナンス  2005.1   (40～64) 
 －経済通貨統合下の経済政策の枠組みと運営－           40(10)     
        
変容する欧州連合（４）     藤原 豊司  貿易と関税  53(1)  2005.1   (48～54) 
 －バローゾ欧州委、初の「組閣」撤回－           
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
ＥＵ法の最前線（５７） －欧州憲法条約（１）     中村 民雄  貿易と関税  53(1)  2005.1   (75～68) 
 －－「民主主義の赤字」は解消されたか？－           
        
＜特集＞ 拡大ＥＵの発展と限界 －ＥＵ新時代の    植田 隆子   世界週報   86(3)  2005.1.25  (6～26) 
 開幕と安保政策／トルコと欧州のジレンマ、他－        ほか        
        
海外経済ウオッチ（欧州）     大川 昌男  世界週報   86(3)  2005.1.25  (60～61) 
 －財政規律をめぐる欧州の動き－           
        
        

 (5) 東欧地域        

        

 (6) 北米地域        

        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     新形 敦  世界週報  85(49)  2004.12.28 (44～45) 
 －住宅市場のカギを握る「中・低所得者層」－           
        
２期目に臨む米国のブッシュ大統領     安井 明彦  みずほリサーチ  2005.1   (10～12) 
 －見通せない財政健全化への道筋－           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     鈴木 敏之  世界週報   86(2)  2005.1.18  (48～49) 
 －第２次生産性革命が米国経済成長の支えに－           
        
苦悩のアメリカ航空事情（前編） －２００５年の    ジュリー・ノ  東洋経済  (5935)  2005.1.22  (80～82) 
 米航空業界は史上最悪の事態を迎える－     ーウェル        
        
＜特集＞ ブッシュ政権２期目の経済・外交政策     中島 丈雄   ジェトロセンサー  2005.2   (24～31) 
 －ブッシュ政権２期目を占うポイント／最優先課        ほか        55(651)     
 題は財政赤字削減他           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     松田 慶太郎  世界週報   84(4)  2005.2.1  (50～51) 
 －「双子の赤字」に危機感薄い米国           
        
Ｆｅｅｌｉｎｇ ｂｕｂｂｌｙ ： Ａ ｌａｓｔ－  Ｂｅｎｊａｍｉｎ，  Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.1.3 合併  
 ｍｉｎｕｔｅ ｍｅｒｇｅｒ ｆｒｅｎｚｙ ａｎｄ   Ｍａｔｔｈｅｗ  ＷＯＲＬＤ         (20～22) 
 ｃｈｅｅｒｙ ＣＥＯｓ ａｕｇｕｒ ｗｅｌｌ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            137(23)     
        
Ｉｎｄｕｓｔｒｙ ｏｕｔｌｏｏｋ ２００５ ：        Ｃｏｙ，Ｐｅｔｅｒ  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.10 合併  
 Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ／Ｉｎｆｏ ｔｅｃｈ／              ほか ＷＥＥＫ        (74～110) 
 Ｌｉｆｅｓｃｉｅｎｃｅｓ／Ｓｅｒｖｉｃｅ，ｅｔｃ．           (3899)     
        
Ｉｎｖｅｓｔｉｎｇ ｇｕｉｄｅ ： Ｈｏｗ ｗｉｌｌ Ｉ  Ｐｅｔｈｏｋｏｕｋ－ Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.1.17  (42～46) 
 ｄｏ ｉｎ ’０５？－－Ｙｏｕ’ｖｅ ｇｏｔ ｔｏ   ｉｓ Ｊ．Ｍ．  ＷＯＲＬＤ      
 ｗｏｒｒｙ ａｂｏｕｔ ｐｏｌｉｔｉｃｓ， …     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(2)     
        
Ｐｅｎｓｉｏｎ ｔｅｎｓｉｏｎ ： Ｗｏｒｋｅｒｓ ｃａｎ  Ｃｌａｒｋ， Ｋｉｍ Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.1.24  (42～46) 
 ｎｏ ｌｏｎｇｅｒ ｃｏｕｎｔ ｏｎ ｃｏｍｐａｎｙ－     ＷＯＲＬＤ      
 ｆｕｎｄｅｄ ｒｅｔｉｒｅｍｅｎｔｓ     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(3)     
        
        

 (7) 中南米地域        

        
海外経済ウオッチ（中南米）     遅野井 茂雄  世界週報   86(1)  2005.1.11 合併  
 －南米諸国共同体の発足と課題－              (72～73) 
        
        

 (8) アフリカ地域        

        

 (9) オセアニア地域        

        
財政規律と予算改革（４・最終回）           田中 秀明  ファイナンス 40(9)  2004.12   (13～25) 
 －オーストラリアをケース・スタディとして－           
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 ４. 経済理論        

        

 (1) 経済理論        
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅳ 企業・経営篇        

        

 １. 企業一般        

        

 (1) 企業動向一般        

        
独立行政法人制度における評価の機能 －中期目標    西山 慶司  行政管理研究 (108)  2004.12.25 (20～33) 
 期間終了時の見直しの意義とその課題－           
        
総務省「公益法人会計基準の改正」の公表について    公益法人等の  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1   (93～106) 
      指導監督に関  ル      17(1)     
      する関係省庁        
        
郵政民営化とは何か－－問われる公共性の論理（８    世川 行介  ガバナンス  (45)  2005.1   (86～89) 
 ） －郵貯こそが民営化論議の主軸（１）－           
        
郵政改革の現状と課題（２）     編集部  経済の進路  (514)  2005.1   (12～15) 
 －郵政民営化の基本方針－           
        
＜特集＞ ２００５年、Ｍ＆Ａプロフェッショナル    鷹箸 一成   Ｍ＆Ａ Ｒｅｖｉｅ  2005.1.15  (2～33) 
 に聞く Ｍ＆Ａアドバイザー３３社からのメッセ        ほか  ｗ      19(1)     
 ージ           
        
２００４年のＭ＆Ａ回顧     川端 久雄  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2    (9～13) 
             (124)     
        
マーケットを読む（平成１６年１２月 Ｍ＆Ａ）     編集部  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2   (14～15) 
 －産業再生機構のダイエー、ミサワ支援が決定－           (124)     
        
Ｍ＆Ａと環境リスク     淵邊 善彦  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2   (19～22) 
             (124)     
        
Ｍ＆Ａでみる日本の産業新地図（１０） －カード    金森 杏子  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2   (23～26) 
 業界：業種の垣根を越えて加速する再編－            (124)     
        
Ｍ＆Ａは資本の論理だけではうまくいかない     浦野 大介  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2   (27～30) 
             (124)     
        
Ｍ＆Ａ会計士がゆく（２２）     澤村 八大  ＭＡＲＲ（マール）  2005.2   (31～34) 
 －株式評価における退職給付債務－            (124)     
        
        

 (2) 海外投資        

        
海外ビジネスの経営と法から学ぶ（６９）     鈴木 康二  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2004.12   (72～77) 
 －海外調達の問題点－     ｃｅ    34(12)     
        
海外ビジネスの経営と法から学ぶ（７０）     鈴木 康二  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.1   (72～77) 
 －中国日系企業での人事管理の問題点－     ｃｅ     35(1)     
        
海外現地法人の動向（海外現地法人四半期調査）＜    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.12   (1～7) 
 経済産業省＞ －海外現地法人の売上高 前年同    会        (15675)     
 期比１６．７％増－           
        
２００５年中国ビジネスの動向／業種別リストでみ    筧 武雄ほか  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.1.15 合併  
 る日本企業の中間進出状況（２００４年下期）     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (14～26) 
             17(1)     
        
中国市場に本格進出する日系証券 大和ＳＭＢＣが    松尾 泰介  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.1.15 合併  
 上海で合弁会社を設立     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (34～35) 
             17(1)     
        
        

 (3) 海外事情        

        
第３３回海外公営企業調査報告 －総括／リネッテ    茨城県企業局  公営企業   36(9)  2004.12   (49～76) 
 ン下水処理場／ベクショーエネルギー社熱電供給        ほか        
 プラント、他－           
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（最初のページ～最後のページ） 
        
Ｓｈａｋｅ， ｐａｔｔｌｅ， ａｎｄ ｍｅｒｇｅ ：   Ｃｏｙ，Ｐｅｔｅｒ  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.10 合併  
 Ｃｏｍｐａｎｉｅｓ ｗｉｔｈ ｃａｓｈ．                  ほか ＷＥＥＫ        (34～36) 
 Ｉｎｖｅｓｔｏｒｓ ｗｈｏ ｗｅｌｃｏｍｅ …           (3899)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 中小企業        

        

 (1) 中小企業一般        

        
中小企業金融は今：クレジット・スコアリング有効    小野 有人  金融ジャーナル  2005.1   (32～35) 
 活用への課題 －邦銀アンケート調査と米国での           46(1)     
 経験を踏まえて－           
        
ＣＳＲ（企業の社会的責任）と中小企業     肥山 正秀  産業能率   (574)  2005.1    (5～7) 
        
事業基盤強化を進める地域中小企業      鋸屋 弘  中小公庫マンスリー  2005.1   (22～27) 
 －リストラよりも能力増強や経営革新を志向－            52(1)     
        
中小企業景況調査（２００４年１１月調査概要）     浅井 康一郎  中小公庫マンスリー  2005.1   (46～49) 
             52(1)     
        
これからの中小企業のキーワードは、対中認識、産    関 満博  調査月報（国民生活  2005.1    (2～7) 
 学官連携、後継者の三つである     金融公庫）  (525)     
        
ニッチ市場をねらえ（１０） －不動産評価、技術    三王 功二郎  調査月報（国民生活  2005.1   (36～37) 
 開発など新たな要素を加え、次なるステップへ     金融公庫）  (525)     
 －－土壌・地下水汚           
        
キラリ輝く中小企業     小松 玲子  日経ものづくり  2005.1  (141～143) 
 －なりは小さくても最先端を走る－            (604)     
        
新しいモノづくりへの挑戦 －異常気象が教えるエ    森野 進  発明    102(1)  2005.1   (18～26) 
 コ・エコノミー社会の必要性－           
        
２００４年中小企業の賃金・退職金事情     東京都  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
               (46～51) 
        
第９８回中小企業景況調査（ポイント）（２００４    経済産業調査  経済産業公報  2005.1.19   (1～2) 
 年１０～１２月期）＜中小企業庁＞ －今期の業    会        (15680)     
 況判断ＤＩ 全産業           
        
        

 (2) 中小企業対策        

        
日本公認会計士協会における中小企業金融の円滑化    淺井 万富  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (66～68) 
 に向けたこれまでの取組みについて     ル      17(2)     
        
「中小企業の可能性を引き出す金融円滑化プラン」    淺井 万富  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (69～71) 
 活用のすすめ     ル      17(2)     
        
        

 (3) 海外事情        

        
米国における新規開業の実像（後編）     竹内 英二  調査月報（国民生活  2005.1    (8～19) 
 －創業環境と開業活動－     金融公庫）  (525)     
        
        
        
        
        
        

 ３. 企業経営        

        

 (1) 企業経営一般        

                                                           
 

─ 43 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
コーポレート・ガバナンスの世界的動向 －欧米、    末永 敏和   経済経営研究 25(3)  2004.9   (1～329) 
 中国・韓国における法制度を中心とする最近の展        ほか        
 開ならびに「会社法           
        
＜特集＞ 第１９回日本証券アナリスト大会 －漢    永守 重信   証券アナリストジャ  2004.12   (1～62) 
 方療法的企業再生／日本企業の復活・発展、他－        ほか  ーナル   42(12)     
        
日本版ＬＬＰへの期待 －人的資産を活かすパート    経済産業省産  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.1    (4～9) 
 ナーシップ型の新組織－     業組織課  ＮＡＬ    45(1)     
        
時代のカタリスト（２５） －電離層が囁くとき－    串田 嘉男  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (28～32) 
      レビュー   11(1)     
        
未来クロス研究（後編） －将来計画に即した戦略    笠井 洋  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (44～48) 
 的思考転換への挑戦－－シーズとニーズのクロス    レビュー   11(1)     
 ポイントをプランニ           
        
若手起業家列伝（５） －ネットプライス社長兼Ｃ    吉村 克己  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (58～61) 
 ＥＯ 佐藤輝英氏：ネットビジネスの未来を信じ    レビュー   11(1)     
 ２５歳で起業した事           
        
チェンジリーダーのための経営改革（４） －小売    神奴 圭康   ＪＭＡマネジメント  2005.1   (66～69) 
 業の経営改革に向けて－－店舗と本部の業務改革        ほか  レビュー   11(1)     
 が決め手となる－           
        
＜特集＞ 次世代「超和」のマネジメント      能勢 幸嗣   知的資産創造 13(1)  2005.1    (4～71) 
 －エグゼクティブチームによる経営改革、他－         ほか        
        
＜特集＞ アジアの中のニッポン －総論：自立に    中山 力ほか  日経ものづくり  2005.1   (40～63) 
 向けて加速するアジアの拠点、他－            (604)     
        
中国的秘密・日本的秘策（１） －恐るべし中国コ    遠藤 健治  日経ものづくり  2005.1   (77～80) 
 ピー商品 丸ごと模倣の誤解をとく－            (604)     
        
開発の鉄人 ものづくりを語る（８）     多喜 義彦  日経ものづくり  2005.1  (120～122) 
 －モータなんて大げさだ－            (604)     
        
企業改革法（ＳＯＸ）への対応             小川 英明  金融情報システム  2005.1.1 冬季  
 －内部監査実務の視点から－            (276)       (246～269) 
        
内科療法は今後の再生ビジネスの真骨頂     三好 貴志男  事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
             18(4)       (126～129) 
        
＜特集＞ 本社力で勝つ －再びいう、「闘え、本    日下 公人   ＶＯＩＣＥ  (326)  2005.2   (50～97) 
 社」／キヤノンを支える本社力／本社は「思想の        ほか        
 総本山」だ、他－           
        
        

 (2) 経営管理        

        
＜特集＞ 環境貢献が経済貢献になる ＩＳＯ１４    宮野 正克  ＩＳＯマネジメント  2005.1    (1～50) 
 ００１有効活用事例集            6(1)     
        
＜特集＞ 能力開発の新視点を探る－－２００４年    花田 光世   ＪＭＡマネジメント  2005.1    (8～25) 
 度「能力開発優秀企業賞」 －「成果主義」は硬        ほか  レビュー   11(1)     
 直化したか、他－           
        
曲がり角にきたＩＳＯ（中編） －「品質経営」実    安倍 徹  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (33～37) 
 現に向け受審組織・審査機関はどうあるべきか     レビュー   11(1)     
 －－ＩＳＯスパイラ           
        
ＩＳＯ認証取得で組織が変わる：「見える活動」で    江頭 紀子  ＪＭＡマネジメント  2005.1   (62～63) 
 組織にＩＳＯを浸透 －臨床検査事業でＩＳＯ     レビュー   11(1)     
 ９００１を取得した           
        
＜特集＞ 総合マネジメントシステム－－システム    竹内 裕二   アイソムズ  (112)  2005.1   (23～43) 
 統合による効率化、スリム化の現状 －審査登録        ほか        
 機関の対応、他－           
        
組織における情報セキュリティの意義（３） －情    岡田 政紀  アイソムズ  (112)  2005.1   (54～57) 
 報セキュリティマネジメントシステムについて－          
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ＩＳＯ取得最新動向 事例研究 －㈱交通新聞社：    河田 健治   アイソムズ  (112)  2005.1   (62～65) 
 出版・新聞発行業態ゆえの構築の困難さ！要求事        ほか        
 項をいかに実際の業           
        
ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９：２００２導入のポイント    井ノ口 正  アイソムズ  (112)  2005.1   (66～70) 
 （５） －顧客志向プロセス・システムアプロー          
 チ・プロセスアプロ           
        
マネジメントシステム導入「コンサルティングの事    志村 満  アイソムズ  (112)  2005.1   (72～75) 
 例から」（４９） －労働安全衛生マネジメント          
 システム－－リスク           
        
改訂ＩＳＯ１４００１－－背景と概要     吉田 敬史  環境管理   41(1)  2005.1  (101～106) 
        
＜特集＞ 京都議定書攻略法 省エネで、しかも…    浜田 基彦  日経ものづくり  2005.1   (64～75) 
 －デンソー／ホンダ／神鋼電機／ＴＯＴＯ剛性／           (604)     
 トヨタ車体－           
        
ものづくりリサーチ：現場の改善活動     吉田 勝  日経ものづくり  2005.1   (87～90) 
 －「マンネリでない」と７割が好評価－            (604)     
        
なるほどｔｈｅメソッド：ＱＦＤ（品質機能展開）    大藤 正  日経ものづくり  2005.1  (112～115) 
 （３） －保有技術を洗い出しボトルネックを特           (604)     
 定－           
        
競争力を強化するコストマネジメント再考（１）     原田 浩平   日経ものづくり  2005.1  (116～119) 
 －奇策はもうない、戦略的取り組みで効果を得る        ほか         (604)     
 －           
        
材料力学マンダラ（１）     沢 俊行  日経ものづくり  2005.1  (132～136) 
 －あの難問を「ばね」でモデル化－            (604)     
        
知財マネジメントにおける知識体系についての一考    渡部 俊也  産業立地   44(1)  2005.1.1  (55～59) 
 察           
        
転勤・赴任の税務Ｑ＆Ａ（下）     岡田 義晴  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
               (29～44) 
        
企業年金改革講座：企業年金をどのように変えてい    高原 宣昭  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 くか（１１） －キャッシュ・バランス・プラン             (52～55) 
 の仕組みと意義－           
        
人事考課のタブー（１１）      野原 茂  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 －仕事完遂の責任と部下育成の責任－              (56～58) 
        
年金カフェＲ＆Ｂ     編集部  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 －転職しても不利にならない年金とは－              (76～79) 
        
人事制度レポート：人事戦略最前線（５）     溝上 憲文  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 －持株会社の人事制度構築－              (87～90) 
        
技術経営とは何か －私のＭＯＴ論－     金子 尚志  技術と経済  (456)  2005.2   (18～26) 
        
        

 (3) 企業財務        

        
会長通牒「監査実務の充実に向けて」をめぐって＜    木村 剛ほか  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1   (11～25) 
 座談会＞     ル      17(1)     
        
有価証券報告書における「事業等のリスク」等の開    小林 一男  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1   (26～30) 
 示実態調査（中間報告）について     ル      17(1)     
        
会社法制の現代化と会計監査     江頭 憲治郎  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2    (4～5) 
      ル      17(2)     
        
国際監査基準の一連の改訂と日本の対応＜座談会＞    山浦 久司   ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (11～25) 
 －スタートした“ＥＵ２００５年”が監査に及ぼ        ほか  ル      17(2)     
 すインパクト－           
        
企業会計基準委員会（ＡＢＳ）実務対応報告第１５    秋葉 賢一  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (36～41) 
 号「排出量取引の会計処理に関する当面の取扱い    ル      17(2)     
 」の解説           
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会計基準の収斂と基本戦略     杉本 徳栄  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (43～49) 
      ル      17(2)     
        
財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する    企業会計審議  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (95～100) 
 意見書     会  ル      17(2)     
        
実務対応報告第１５号「排出権取引の会計処理に関    企業会計基準  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2  (101～105) 
 する当面の取扱い」の公表について     委員会  ル      17(2)     
        
「監査委員会研究報告第９号「東京証券取引所のマ    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2  (107～124) 
 ザーズ上場企業の四半期財務諸表に対する意見表    士協会  ル      17(2)     
 明業務について（中           
        
日本の主要企業における原価企画の課題     田中 雅康  企業会計   57(2)  2005.2    (4～12) 
        
＜特集＞ 新公益法人会計基準の完全解説 －新公    加古 宜士   企業会計   57(2)  2005.2   (17～67) 
 益法人会計基準の特徴と課題／検討の経緯と今後        ほか        
 の課題、他－           
        
新「システム監査基準」および「システム管理基準    経済産業省情  企業会計   57(2)  2005.2   (68～74) 
 」の解説     報セキュリテ        
      ィ政策室        
        
「銀行等金融機関の保有する貸出債権が資本的劣後    茂木 哲也  企業会計   57(2)  2005.2   (75～80) 
 ローンに転換された場合の会計処理に関する監査          
 上の取扱い」の解説           
        
ゲーム理論で考える企業会計：企業による利益の操    田村 威文  企業会計   57(2)  2005.2   (92～93) 
 作（１）           
        
ＴＱＣ／ＴＱＭと管理会計システム（２・完）     梶原 武久  企業会計   57(2)  2005.2   (94～96) 
        
「排出量取引の会計処理に関する当面の取扱い」の    湯川 喜雄  企業会計   57(2)  2005.2   (97～102) 
 解説           
        
不正な財務報告と収益認識問題     一ノ宮 士郎  企業会計   57(2)  2005.2  (110～118) 
        
株主の会計帳簿等の閲覧権の問題点     秋坂 朝則  企業会計   57(2)  2005.2  (119～126) 
        
        

 (4) 海外事情        

        
爆発的成長を遂げる中国のＩＳＯ事情 －上海質量    砂川 清栄  アイソムズ  (112)  2005.1   (48～51) 
 協会、現地企業訪問で見た中国の現状－           
        
コア資産とコア活動の陳腐化に着目する 産業進化    アニタ Ｍ．  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2   (20～35) 
 のダイナミズム     マクガーハン  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
＜特集＞ マーケティングの新しい「Ｐ」 －パー    山梨 広一   Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2   (36～114) 
 トナリング：マーケティングの新しいＰ／成長す        ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
 るＭ＆Ａの源泉、他     ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
あなたは「完璧主義」「先行」「お人好し」「先送    スティーブン  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2  (115～124) 
 り」タイプか 時間を浪費する人々     ・バーグラス  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
儀式からマネジメント・ダイアローグへ 経営会議    マイケル Ｃ  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2  (125～138) 
 の生産性を高める     ．マンキンズ  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
支持政党の違いが引き起こしたコンフリクト 職場    ポーラ・ブラ  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2  (143～156) 
 に政治活動を持ち込むのはどこまで許されるのか    ントナーほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
経験からしか学べない ディープ・スマート：暗黙    ドロシー・レ  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.2  (157～169) 
 知の継承     オナルドほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(2)     
        
Ｔｈｅ ｂｅｓｔ ＆ ｗｏｒｓｔ ｍａｎａｇｅｒｓ ｏｆ  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.1.10 合併  
 ｔｈｅ ｙｅａｒ ： Ｔｈｅ ｓｔａｌｗａｒｔｓ         ＷＥＥＫ        (43～73) 
 ｓｔａｙｅｄ ｔｈｅ ｃｏｕｒｓｅ， ｗｈｉｌｅ…           (3899)     
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 ４. 労  働        

        

 (1) 労働一般        

        
若年無業 ＮＥＥＴ －若年無業者増加の実態と背    小杉 礼子   日本労働研究雑誌  2004.12   (4～16) 
 景－－学校から職業生活への移行の隘路としての                46(12)     
 無業の検討－           
        
労働経済の動き（国内・海外）     厚生労働省労  労働統計調査月報  2004.12   (2～11) 
      働政策担当参        56(12)     
      事官室 ほか        
        
平成１６年労働経済の年間分析     厚生労働省労  労働統計調査月報  2004.12   (12～48) 
      働政策担当参        56(12)     
      事官室        
        
労働経済動向調査（平成１６年１１月）結果の概況    厚生労働省雇  労働統計調査月報  2004.12   (49～53) 
 －労働経済の見直しと企業の対応－     用統計課        56(12)     
        
年休・時間外労働・３６協定等の実態 －年次有給    編集部  労政時報  (3644)  2004.12.24  (2～25) 
 休暇の取得状況／時間外労働の実態／３６協定、          
 他－           
        
２００４年就労条件総合調査 －労働時間、賃金へ    厚生労働省  労政時報  (3644)  2004.12.24 (26～39) 
 の業績反映、資産形成、単身赴任支援の実態－           
        
＜特集＞ ２００４年海外駐在員の給与 －給与決    編集部  労政時報  (3644)  2004.12.24 (40～99) 
 定方式、諸手当等の設定と主要都市別にみた支給          
 水準－           
        
市場原理とセーフティネット －労働政策の新たな    八代 尚宏   日本労働研究雑誌  2004.12.25 増刊  
 フレームワーク－－年金・雇用・キャリア形成－                 46         (4～9) 
        
公務員制度改革の動向を読む（４）     渕上 俊則  地方財務   (607)  2005.1   (98～120) 
 －人事評価（１）－           
        
企業が取り組む次世代育成支援 －ワーク・ライフ    武石 恵美子  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.1   (18～23) 
 ・バランスの取り組みを提案する－     ＰＯＲＴ   (94)     
        
障害者雇用の現状と課題      厚生労働委員  立法と調査  (245)  2005.1.1  (54～59) 
 －道筋ができた精神障害者への雇用率適用－     会調査室        
        
        

 (2) 海外事情        

        
アメリカのホワイトカラー・イグゼンプションの規    栩木 敬  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 則改正（３） －規則改正の概要（３）－              (60～69) 
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Ⅴ 関連法律篇        

        

 １. 関連法律        

        

 (1) 関連法律一般        

        
金融法務この１年     関沢 正彦   金融法務事情  2004.12.25  (8～23) 
 －２００４年立法・判例等の動き－         ほか        52(32)     
        
賃貸住宅の原状回復特約に関する裁判例の動向     池本 誠司  国民生活研究 44(3)  2004.12.30 (45～52) 
 －消費者取引不当条項検討委員会から（５）－           
        
個人情報保護の概要     荒井 俊行  情報管理  47(10)  2005.1  (672～680) 
        
＜特集＞ 明日の企業法務を考える －日本的慣行    内田 貴ほか  ＮＢＬ    (800)  2005.1.1   (4～99) 
 ・風土と企業法務／学問としての企業法務と思考          
 法、他－           
        
２００５年ビジネスローの展望     法務省民事局  ＮＢＬ    (800)  2005.1.1 (100～132) 
      民事第二課         
          ほか        
        
個人情報保護法施行と社内体制の整備 －個人情報    葛田 一雄  労務事情 42(1068)  2005.1.15 合併  
 保護法とは／個人情報保護と人事管理上の留意点              (5～28) 
 、他－           
        
債権譲渡に関する個人情報保護法２３条の解釈上の    金融庁総務企  金融財政事情 56(2)  2005.1.17  (46～49) 
 取扱い－－「同意の推定」に関する解釈     画局企画課調        
      査室        
        
公益通報者保護法を企業コンプライアンス実践のツ    中原 健夫   金融財政事情 56(3)  2005.1.24  (42～46) 
 ールに －内部通報を貴重な情報と理解する企業        ほか        
 風土醸成を－           
        
        

 (2) 民法関係        

        
新しい破産法と担保不動産流動化手法     穂刈 俊彦  金融法務事情  2004.12.25  (4～5) 
            52(32)     
        
船舶担保権者の権利行使と法的責任（下）     瀬野 克久   金融法務事情  2004.12.25 (24～34) 
          ほか        52(32)     
        
非営利法人・団体と民事責任（７）     岩崎 政明  金融法務事情  2004.12.25 (49～57) 
 －非営利法人・団体および構成員と納税義務－           52(32)     
        
日本版ＬＬＰ（有限責任事業組合）制度の導入に向    経済産業省産  日本貿易会月報  2005.1   (28～32) 
 けて     業組織課         (621)     
        
民法の一部を改正する法律の概要（１）     法務省民事局  ＮＢＬ    (800)  2005.1.1 (133～138) 
      参事官 ほか        
        
新破産法の実務展望（１１） －破産手続を担う人    瀬戸 英雄  ＮＢＬ    (800)  2005.1.1 (151～159) 
 たち－－新破産法による裁判所書記官の権限の強          
 化を中心として－           
        
これだけは知っておきたい営業店のための新破産法    阿倍 耕一   金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
 １０のポイント         ほか           (46～55) 
        
法人制度改革が資産の流動化に及ぼす影響     藤瀬 裕司  金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
               (56～65) 
        
全銀協通達「新破産法の施行に伴う破産管財人名義    全国銀行協会  金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
 の預金口座からの払戻し等の取扱いについて」の    事務システム           (75～77) 
 概要     部        
        
保証制度の見直しに関する民法改正の要点     法務省民事局  事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
      付検事         18(4)        (10～13) 
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「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関す    法務省民事局  事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
 る法律の一部を改正する法律」の概要     参事官 ほか         18(4)        (14～17) 
        
＜特集＞ 裁判実務からみた新破産法 －東京・大    東京地方裁判  事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
 阪・名古屋３地裁の新運用方針／各地裁からみた    所   ほか         18(4)        (20～109) 
 新破産法運用の今後           
        
新破産法における実体法上の課題 －とりわけ相殺    中西 正  事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
 制限・否認権をめぐる倒産法制の比較法的研究－           18(4)       (110～117) 
        
同一の被保全債権に基づき異なる目的物に対してさ    鎌田 正聰  不動産研究 47(11)  2005.1.12  (32～38) 
 らに仮差押命令を申し立てることの可否とその後          
 の手続           
        
清算義務は合理的か？（１）     森田 果  ＮＢＬ    (801)  2005.1.15  (25～31) 
        
民法の一部を改正する法律の概要（２）     法務省民事局  ＮＢＬ    (801)  2005.1.15  (32～39) 
      参事官 ほか        
        
担保権消滅請求制度の経済分析（２・完）－－民事    田中 亘  ＮＢＬ    (801)  2005.1.15  (40～50) 
 再生法における担保権の制約の意義と問題点           
        
大阪地裁における平成１５年改正担保・執行法の運    大阪地方裁判  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (8～14) 
 用状況     所        
        
保証制度の見直し等に関する民法改正の概要（上）    法務省民事局  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (15～22) 
      参事官 ほか        
        
民事関係手続の改善のための民事訴訟法等の一部を    法務省民事局  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (23～28) 
 改正する法律の概要 －最低売却価額制度の見直    参事官 ほか        
 し等－           
        
全銀協通達「新破産法において否認権および相殺禁    川田 悦男   金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (36～50) 
 止規定に導入された「支払不能」基準の検証事項        ほか        
 について」の概要／           
        
債権譲渡に関する個人情報保護法２３条の解釈上の    金融庁総務企  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (51～53) 
 取扱い     画局企画課        
        
新破産法のもとにおける強制執行手続の取扱い     東京地方裁判  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (54～59) 
      所民事執行セ        
      ンター        
        
        

 (3) 商法関係        

        
会社法制の現代化に関する要綱案     末永 敏和   経済経営研究 25(3)  2004.9 別冊 (1～45) 
          ほか        
        
株券等不発行制度の導入のための法改正の概要（下    法務省民事局  金融法務事情  2004.12.25 (35～39) 
 ） －金融実務に関する事項を中心に－     民事法制管理        52(32)     
      官   ほか        
        
株券不発行制度と金融実務（下）＜座談会＞     天野 佳洋   金融法務事情  2004.12.25 (40～48) 
          ほか        52(32)     
        
「議決権の覚醒」と株主総会      片木 晴彦  商事法務  (1718)  2004.12.25  (4～8) 
 －２００４年版株主総会白書を読んで－           
        
新会社法の実務上の要点（１） －総論、設立、現    藤縄 憲一   商事法務  (1718)  2004.12.25  (9～17) 
 物出資・財産引受け・事後設立－         ほか        
        
平成１６年改正会社法の解説（１１）     法務省民事局  商事法務  (1718)  2004.12.25 (44～57) 
 －電子公告制度・株券等不発行制度の導入－     民事法制管理        
      官        
        
２００４年商事法務ハイライト －平成１６年改正    編集部  商事法務  (1718)  2004.12.25 (66～72) 
 の実現・会社法制現代化への展開－           
        
監査制度の改正 －商法の現代化－     岸田 雅雄  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1   (32～37) 
      ル      17(1)     
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東京地裁における会社更生事件の実情と課題     東京地方裁判  ＮＢＬ    (800)  2005.1.1 (139～150) 
      所        
        
「会社法制の現代化に関する要綱案」の基本的な考    江頭 憲治郎  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 え方＜座談会＞         ほか            (8～39) 
        
２００５年商事法務展望 －民事基本法の立法動向    法務省大臣官  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 ／会社法制の現代化に関する展望／商業登記制度    房審議官ほか           (40～102) 
 の現状と展望、他－           
        
新会社法の実務上の要点（２） －企業統治（１）    三笘 裕ほか  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 －－会社の機関設計、株主・株主総会、取締役・            (103～111) 
 取締役会－           
        
平成１６年改正会社法の解説（１２）     法務省民事局  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 －電子公告制度・株券等不発行制度の導入－     民事法制管理          (122～130) 
      官        
        
商事法判例研究－－株式移転と株主代表訴訟の原告    高橋 英治  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 適格             (131～134) 
        
＜特集＞ Ｍ＆Ａの実務と事業再生 －事例編（続    大山 敬義   事業再生と債権管理  2005.1.5 冬季  
 ）：「地域一番店」ホテルの再生型Ｍ＆Ａ事例、        ほか         18(4)       (118～125) 
 他－           
        
会社法現代化で企業活動は大きな影響 －国際競争    岩間 芳仁  金融財政事情 56(3)  2005.1.24  (37～41) 
 力の維持・強化に資する会社法の確立を－           
        
「会社法制の現代化に関する要綱案」の決定につい    編集部  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2  (211～228) 
 て     ル      17(2)     
        
        

 (4) 経済法関係        

        
清算機関によるマルチラテラル・ネッティングに関    松尾 琢己  ＮＢＬ    (779)  2004.2.15  (44～47) 
 する法的論点（下）           
        
改正証券取引法の１２月施行に伴う関係政省令改正    金融庁市場課  商事法務  (1718)  2004.12.25 (18～25) 
 の概要           
        
株式の公開買付け・買集めとインサイダー取引規制    三浦 州夫   商事法務  (1718)  2004.12.25 (26～31) 
 （上）         ほか        
        
不実開示に関する民事責任の拡充・課徴金制度の導    齋藤 尚雄  商事法務  (1718)  2004.12.25 (32～43) 
 入を通じた市場規律の回復と関係当事者への影響          
 （中）           
        
証券取引法における相場操縦規制の課題     若林 泰伸  国民生活研究 44(3)  2004.12.30 (19～35) 
 －消費者保護のために－           
        
企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正    内閣府  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.1  (115～138) 
 する内閣府令（抄）     ル      17(1)     
        
アスパルテーム訴訟 発明者は勝ったのか      近岡 裕  日経ものづくり  2005.1   (97～104) 
 －技術者と企業のＷｉｎ－Ｗｉｎ関係を考える－           (604)     
        
知的財産と人－－この人にきく（１） －山崎舜平    峰 如之介  発明    102(1)  2005.1   (42～45) 
 （半導体エネルギー研究所代表取締役・工学博士          
 ）（前編）           
        
知的財産文化（ＩＰカルチャー）意識調査アンケー    朝日新聞東京  発明    102(1)  2005.1   (51～56) 
 ト集計結果報告書（上）     本社広告局        
        
特許流通支援チャート －半導体レーザの活性層－    編集部  発明    102(1)  2005.1   (58～61) 
        
知的所有権法案内：違憲判決と再審－－知財訴訟周    田倉 整  発明    102(1)  2005.1   (80～85) 
 辺の法律論           
        
知的所有権判例ニュース：ジーンズの商標につき商    水谷 直樹  発明    102(1)  2005.1  (102～105) 
 標法４条１項１５号の適用を認めた事例           
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＜特集＞ 《ケーススタディ》新ビジネスの法務・    大崎 貞和   金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
 コンプライアンス対策 －証券仲介ビジネスとコ        ほか            (9～45) 
 ンプライアンス、他           
        
証券取引法政省令改正の概要     金融庁市場課  金融法務事情 53(1)  2005.1.5 合併  
               (66～69) 
        
会社情報の信頼向上のための上場制度の見直しの概    飯田 一弘  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 要             (112～119) 
        
知的財産権のライセンシーの立場     中田 裕康  ＮＢＬ    (801)  2005.1.15  (11～24) 
        
改正信託業法の概要 －信託活用のニーズに対応－    金融庁総務企  金融法務事情 53(2)  2005.1.25  (29～35) 
      画局企画課        
        
証券取引法に基づくディスクロージャーの合理化に    金融庁市場課  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2   (27～34) 
 係る関係政・府令等の整備     ル      17(2)     
        
企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正    内閣府  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2  (129～203) 
 する内閣府令（抄）     ル      17(2)     
        
企業内容等の開示に関する留意事項について（企業    編集部  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.2  (204～210) 
 内容等開示ガイドライン）等 新旧対照表     ル      17(2)     
        
新体系・証券取引法（２５・完）            上村 達男  企業会計   57(2)  2005.2  (103～109) 
 －証券市場の監視－           
        
        

 (5) 国際法関係        

        

 (6) 海外事情        

        
米国会社・証取法判例研究：閉鎖会社における少数    楠元 純一郎  商事法務  (1718)  2004.12.25 (58～61) 
 派株主であるＣＥＯの解雇と締出し           
        
ドイツにおける民事執行手続の改正の動き     編集部  商事法務  (1719)  2005.1.5 合併  
 －ワーキンググループ報告書の概要－             (120～121) 
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Ⅵ 社会・その他篇        

        

 １. 社会一般        

        

 (1) 社会一般        

        
＜特集＞ 高齢者が活躍する社会 －高齢者雇用の    厚生労働省高  厚生労働  59(12)  2004.12   (4～26) 
 現状と課題／日本の元気印「中高年」、他－     齢・障害者雇        
      用対策部ほか        
        
金融商品の開発・販売における消費者問題     新保 恵志  国民生活研究 44(3)  2004.12.30  (1～18) 
        
消費者の常識変化からみえる消費者教育の課題 －    近藤 恵ほか  国民生活研究 44(3)  2004.12.30 (36～44) 
 消費者関連専門家会議対象調査を手がかりとして          
 －           
        
消費生活相談における不当な勧誘行為、不当な契約    清水 章子   国民生活研究 44(3)  2004.12.30 (53～67) 
 条項の概況         ほか        
        
急がれるホームレスの健康・医療対策     鈴木 亘  ＥＳＰ    (393)  2005.1   (52～55) 
        
＜特集＞ 江戸学・上方学 －江戸の魅力東京の魅    松田 昌士   観光     (459)  2005.1   (15～45) 
 力／上方の魅力の再構築に向けて、他－         ほか        
        
社会人が学べる大学院・スキルアップ教育 －法政    大森 健児  情報管理  47(10)  2005.1  (698～702) 
 大学ビジネススクール：イノベーション・マネジ          
 メント研究科ＭＢＩ           
        
＜特集＞ 介護保険制度を考える －これからの介    橋本 泰子   都市問題   96(1)  2005.1    (3～27) 
 護保険制度のあり方を考える／介護サービスの財        ほか        
 源問題、他－           
        
社会起業家（ソーシャル・アントルプレナー）の台    神座 保彦  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.1   (10～17) 
 頭とその機能 －マネジメント能力が求められる    ＰＯＲＴ   (94)     
 ＮＰＯ推進者－           
        
医療制度改革のシミュレーションを担う介護保険制    阿部 崇  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.1   (24～29) 
 度 －介護「制度見直し」と医療「制度改革」の    ＰＯＲＴ   (94)     
 関係－           
        
＜特集＞ 日本の安全を考える －治安・安全／出    内閣委員会調  立法と調査  (245)  2005.1.1   (9～41) 
 入国管理／少年非行対策／米国の対テロリズム対    査室  ほか        
 策／国際運輸と安全           
        
未婚と晩婚化が日本を滅ぼす－－「結婚はしない方    石井 博子  エコノミスト 83(3)  2005.1.11  (92～95) 
 が得」の経済学           
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ２. そ の 他        

        

 (1) その他一般        

        
全産業供給指数の平成１２年基準改定について     経済産業省経  経済統計研究 32(3)  2004.12   (47～69) 
      済産業政策局        
      調査統計部        
        
規模別製造工業生産指数＜中小企業＞（平成１６年    経済産業調査  経済産業公報  2004.12.24  (1～3) 
 １０月確報）＜中小企業庁＞ －製造工業 生産    会        (15668)     
 、前月比１．８％低           
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 (2) 海外事情        
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